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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成 28 年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.28-3 
複数のデータを活用した道路のストック効果の計測

技術の再構築 
広島大学准教授 塚井誠人 

ETC2.0 データから得られる交通状態の質的指標を用いた新たな事故リスクの分析，携帯電話ビッ

グデータを用いた観光地のトラベルコスト評価，ならびに工業団地等の地価分析を実施して，道

路のストック効果算出のための計測技術を再構築する． 

１．研究の背景・目的（研究開始当初の背景・動機、目標等） 

道路整備は，“地域間の結びつきの変化”をもたらす．したがって，事業評価時点（事前評価時点）

の地域間の結びつきや立地分布を前提とする現在のストック効果計測手法には，方法論的限界がある．

本課題では，新しい理論の社会実装に先立って，ETC／ETC2.0 や，携帯の位置情報を用いたモバイル空

間統計などの新しい交通ビッグデータの利用可能性の検討を行う．ビッグデータを活用する際に，小

標本データ用の解析手法をそのまま適用すると，自明あるいは冗長な結果しか得られない．そこで本

課題では，多様な交通・土地利用ビッグデータの特徴を活かした計測技術を産官学一体で開発する． 

２．研究内容（研究の方法・項目等） 

テーマ１：交通状態の質的指標の算出と事故リスク分析

ETC2.0 データを活用した，道路の新たな質的指標を提案する．具体的には，高速道路の走行車両から

得られる速度と加速度を，それらが観測された地点に紐づけたデータベースを構築する．本研究では，

これらを交通状態の質的指標：Quality of Traffic（QOT）と呼ぶ．QOT は，車線数や道路線形を反映

した道路の「走りやすさ指標」として活用できる．事故リスクの算出には，オッズ比モデルを用いる． 

テーマ２：観光地のトラベルコスト評価

NTT ドコモが提供するモバイル空間統計を用いて，観光地を訪問する価値は出発地から観光地までのト

リップ費用以上となることに着目したトラベルコスト法を適用する．本課題では，観光地データベー

スと流動データ，および他の土地利用に対する集中交通量を説明する統計モデルを推定する．

テーマ３：工業団地地価のヘドニック分析

インフラの整備効果が最終的に地価に帰着するという資本化仮説に基づいて，地価のヘドニック分析

を行う．データとして，モバイル空間統計を用いる．具体的には，高速道路アクセスを期待して整備

される工業団地・流通業務団地への発着交通量の分布特性を得る．さらにヘドニック分析により，高

規格道路による流動の価値の高い地域を特定して，地価に及ぼす影響を明らかにする．

テーマ４：統計手法による道路ストック効果の検証：中間評価の指摘事項に対応して追加

標準的な経済モデルでは，関係主体の経済学的な行動指針を踏まえた最適化問題から演繹的にモデル

構造を導出しており，実データに基づくモデル構造の抽出は行っていない．この課題では，実際に発

現した効果がどのような地域経済特性変数に起因して生じているかを，データに基づいて検証する手

法を開発する．そのため，統計的因果推論の枠組みを援用する．

３．研究成果（図表・写真等を活用し分かりやすく記述） 

テーマ１：交通状態の質的指標の算出と事故リスク分析

速度分布や加速度の計測結果を交通流の質的指標ととらえると，交通事故に寄与する統計的に有意な

要因が抽出できた．すなわち，交通事故は純粋に確率的に発生すると考えるのではなく，交通流を整

流することによって，交通事故を削減できる可能性がある．また，交通流の状態が交通事故発生を左

右することを明らかにできた．したがって，交通流の状態をモニタリングすることによって，潜在的

に交通事故の危険性が高い地点と交通流況を同定できる可能性がある．これらの地点の道路特性と交

通流特性を改善することによって，交通事故の削減に寄与できると思われる．
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テーマ２：観光地のトラベルコスト評価 

本分析から，トラベルコストを算出することによって，観光地の状況を定量的，かつ視覚的にモニタ

リングできることが明らかとなった．本アプローチは，ストック効果が見込まれる地域の集客実態を

トリップの発地と結びつけて検証する上で，有効なことが明らかとなった． 

テーマ３：工業団地地価のヘドニック分析 

ヘドニック分析によって，高速道路アクセスに加えて，夜間および週末にピークを持つ取引先が多様

なほど，工業団地地価が上昇するという結果が得られた．この成果は，ビッグデータを用いたヘドニ

ック分析として世界的に希少な成果であり，地価に着目したストック効果計測の可能性を示している． 

テーマ４：統計手法による道路ストック効果の検証：中間評価の指摘事項に対応して追加 

統計的なストック効果計測手法に関しては，最新の統計的因果推論手法である統計的因果探索手法を，

アクセス性の改善が見られた尾道松江線沿線の市町村に適用した．初期仮説として，人口統計社会指

標（人口，就業者，事業所数）が経済活動指標（地価と地域総生産）に影響すること，アクセス指標

は，これら 2 グループの指標の片方，または両方に影響を及ぼす要因として現れることを想定した．

その結果， アクセス指標は経済活動指標のうち，地価にのみ影響し，地域総生産には直接影響しない

ことが明らかとなった．本成果は，統計的因果推論のインフラストック効果に対する適用例としては，

筆者の知る限り世界初の成果である．  

 

４．主な発表論文（研究代表者はゴシック、研究分担者は下線） 

杉原豪，塚井 誠人：社会基盤の統計的因果探索によるストック効果の検証，土木計画学研究・講演集，

Vol.59，2019． 

塚井 誠人，山本 航，円山 琢也，佐藤 啓介，瀬谷 創，嶋本 寛：統計的手法による交通インフラス

トック効果の計測：課題と展望，土木計画学研究・講演集，Vol.58，2018． 

⾼⼭莉那，塚井 誠人，⼭本 航，⼭本優樹：ETC2.0 データを⽤いた交通事故の要因解析，土木計画学

研究・講演集，Vol.57，2018． 

山本 優樹, 塚井 誠人, 山本 航, 小山田 哲郎：ETC2.0 データを用いた高速道路上の速度低下区間の検

出法，土木学会論文集 D3，vol.74-5, I_693-I_702, 2018 

嶋本寛，黒江真樹：インフラのストック効果計測に向けたモバイル空間統計データの特性把握，土木

計画学研究・講演集，Vol.55，2017． 

宇田 俊亮，瀬谷 創，塚井 誠人，堤 盛人：日本における工業地の分譲価格の分析，土木計画学研究・

講演集，Vol.55，2017． 

Wataru YAMAMOTO， Makoto TSUKAI：An Analysis of Vehicle Speed Distribution by Using Traffic Counter 

Big Data, THE 12 INTERNATIONAL CONFERENCE OF EAST，2017． 

 

５．今後の展望（研究成果の活用や発展性、今後の課題等） 
交通状態の質的指標と事故リスクに関する研究では，特に地点別に詳細な情報が得られるプローブ

データの活用法が開発できた．交通状態の質的指標と事故リスクを関連付けた分析に関しては，現在

投稿論文を準備中である．観光地魅力度のトラベルコスト法による評価，ならびに工業団地地価に関

するヘドニック分析については，実務的なデータ処理に関する課題が存在することが明らかとなった

ため，引き続き検討を行う．既存のストック効果評価手法と統計的評価手法の関係に関しては，神戸

大学の研究グループ，ならびに地方整備局と協力して，既存手法との位置づけを整理する．さらに統

計的な検証手法と Wider Economic Impact 計測手法との関連性についても，整理する． 

 

６．道路政策の質の向上への寄与（研究成果の実務への反映見込み等） 
 高速道路における速度低下区間の検出については，実務的な応用も容易なため，地方整備局担当者

や実務者とともに，他路線への適用について検討中である．既存のストック効果評価手法と統計的評

価手法の関係に関しては，本課題の研究メンバーともに，実務的な応用を検討する． 

 

７．ホームページ等（関連ウェブサイト等） 

なし 
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第１章 はじめに 

 

1.1 データとモデル 

 

リアルタイムであれ蓄積したデータであれ，

様々な GPS 計測機器からの移動軌跡や，携帯電

話基地局通信による移動・滞在地点のビッグデー

タの蓄積によって，我々は社会・経済活動を網羅

的に，また継続的にモニタリングできるようにな

った．この情報革命は，都市計画や交通計画，地

域計画にも多大なインパクトをもたらすと考え

られてきた．この研究の狙いの一つは，土木計画

分野で入手できる最新データから有益な知見を

搾り取る方法，つまりデータの料理法を，インフ

ラのストック効果というテーマで考えることに

ある．この課題をはじめるにあたって，まず土木

計画におけるデータと理論の関係を整理してお

こう． 

数理最適化モデルの構造を経済学の枠組みに翻

案した計量経済モデルでは，基本的にデータは理

論に従うというスタンスがとられてきた．つまり，

計画の根本となる因果関係や都市・経済現象を支

配するパラメータが，「どのような形で」分析モ

デルに埋め込まれているかは，分析が始まる以前

に経済理論から導出される．このとき，新しいデ

ータや考慮すべき要素の登場が分析者に理論の

改訂を促すこともあるはずだが，少なくとも経済

学の範疇ではデータが理論の改訂を迫ることは

稀だった． 

これに対して，データの持っている情報を絞り

出すことによって，意味のある知見を見出そうと

するアプローチは，マイニング志向のデータサイ

エンスと呼ばれる．このアプローチでは，そもそ

も計画「理論」が存在するというよりも，統計理

論（統計モデル）の比重が重い． 

たとえば時系列のデータを眺める場合，どうし

てもトレンドや変化点などに目を引かれるだろ

う．地図上にプロットした空間データの場合では，

周辺と異なって何らかの集積が見られるホット

スポットや，その逆にデータが低い値をとる地点

が集塊するコールドスポットなどがこれに該当

する． 

このとき分析者は，無意識のうちに平均や分散，

外れ値や局所値といった物差しを当てながらデ

ータを眺めているのだが，単に記述ベースの統計

手法では，解釈性や操作性に難がある．たとえば，

既に古典的な手法の範疇に入る多変量解析は，デ

ータの持つ情報の圧縮を指向する手法である．一

般にデータマイニング手法とは，情報圧縮のため

に確率分布や固有空間，特異値やノンパラメトリ

ックながら何らかの分布の特性値に着目した数

理統計手法によって，データ記述・圧縮のガイド

ラインが得られる．計量経済モデルとは異なるも

のの，これらの統計的手法も，モデルと呼ばれる

ことが多い． 

土木計画学の数理モデルは，政策による効果を

シミュレートする上で，適切な操作性を備えるべ

きとする計画論に立脚して推定される．このため，

これまでは統計的な規範しか持たないデータマ

イニングよりも，政策変数やマクロ経済変数を含

む計量経済モデルの方が好まれてきたように思

われる．あるいは，パーソントリップ調査や地理

情報などを除いて，データマイニングするほど膨

大なデータが無かったのかもしれない．しかし上

述したように，データマイニングであっても，完

全にフリーハンドでデータと向き合うのでは，意

味のある知見は得られない．データマイニングを

するとしても，シンプルであれ高度であれ，何ら

かの規範やモデルが導入され，その下でデータを

眺めなくてはならない． 

この状況では，データとモデルの関係はどうな

るのだろう？ 少なくともデータは何かに従属

しているわけではなさそうだ．といって，データ

があたかも自ら「語るように」分析が進むわけで

はない．分析者は．何らかの規範や仮説，あるい

は予断を持ってデータを眺めている．つまりデー

タは，分析手法（あるいは統計的仮定）というフ

ィルタを通してのみマイニングされる，そのこと

には注意を払っておきたい． 

いささか迂遠な確認から始めたのは，テーマと

して掲げた「複数のデータを活用した道路のスト

ック効果の計測技術の再構築」では，まさにデー

タと理論の関係が問われていると感じているた

めだ．すでに事業評価手法としてマニュアル化さ

れている道路３便益（走行時間短縮，走行費用縮

減，交通事故減少）に対して，ビッグデータが加

えられるような新しい知見はあるか？ 申請者は，

データと理論の関係に立ち返りながら，このテー

マに取り組もうと思う． 

よく知られているように，道路の便益は合理的

な交通行動の仮定の下で，経済理論に基づいて発

生側で計測されている．この便益計測について，

新しいデータがどのような知見を付け加えるか，

少し考えてみよう 
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移動体に関するビッグデータは，時空間解像度

が高い．そこでまずは，従来の現象をより精細に

とらえる，というデータ活用があり得よう．ただ

し，単に現象を精細にとらえただけならば，単に

よく知られている現象を再確認するだけになる

こともあるだろう．さらに逆説的には，データが

精細なことが原因で，分析者が想定した結果が得

られないこともあるだろう． 

交通現象が「時間的に連続観測される」ことか

ら，土木計画学として得られる新しい知見は何だ

ろうか？ この特長からは，「稀事象」や「災害」

といった，通常想定していない状況のデータを集

めて分析するスタイルが考えられる．つまり，交

通事故減少便益の議論もここに含まれる．交通事

故をはじめとする発生頻度の低い事象は，そもそ

も従来はほとんどデータが無かったはずであり，

したがって分析は困難となるだろう．その一方で，

通常時に見られる交通現象を分析するために，稀

事象を除いて分析するアプローチからは，「既存

の交通調査を代替・補完する」という研究が生じ

るばかりのように思える．これは実務的には重要

なテーマだが，そのままではデータと理論の関係

に改訂を迫るほどのインパクトとはならないだ

ろう． 

一方で，「多地点が同じフォーマットで同時に」

連続して計測されることは，何をもたらすか？ 

しばしば経済理論やモデルで検討の範囲外とさ

れてきた，ネットワークなどの空間的なシステム

境界を同定する研究が考えられる．ビッグデータ

を用いて経済モデルが想定する空間的な経済行

為の範囲，ならびに時間的な経済行為の期間を同

定するアプローチは，実務的には新たな知見をも

たらすばかりでなく，経済地理学の分野へのイン

パクトは大きい． 

「時間的に連続観測される」ことからは，「稀事

象」の分析が容易になることが考えられる．特に

移動体データと地理データを統合利用すれば，た

とえば公共施設の容量設計や緊急時の備蓄の議

論に直結する成果となり，より政策的なアウトプ

ットにつながるだろう．交通事故対策を論じる分

析も，この範疇に含まれる． 

通常の現象を分析するアプローチではどうだろ

うか？ なお，時間的に連続観測される移動体デ

ータが意味を持つ時間スケールと，その周辺の地

理特性を観測することが意味を持つ時間スケー

ルが異なることに注意すべきである．比較的短期

では，多くの移動体データにとって地理情報は，

単に外生変数や，調整すべき局外母数に過ぎない． 

しかし長期ではどうなるだろうか？たとえば，

移動体データを時間，または空間単位で集計し，

地理情報の計測スケールに合わせて用いる場合

を考える．そのようなデータも用いた分析から得

らる知見は，上述した短期の移動体データの時空

間情報の議論と類似しているものの，その含意は

より重要となるだろう．なぜなら時間スケールを

長期にすれば，各エリア内の地理情報，すなわち

立地も変化するからだ．つまりリッチな移動体デ

ータを加えた経済分析からは，「その便益がどの

地域との交通によって生じているか」をめぐって，

新しい知見が得られる可能性がある．これは帰着

側の便益計測を行う計量経済モデルに対して大

きなインパクトを与える可能性がある． 

土木計画のデータとモデルに関する営みは，長

らく都市と交通という，測りがたき対象を測るた

めの方法論を産み出すことであった．理論とデー

タと社会の 3 ポイントを踏まえた実践ニーズの検

討によって得られるメリットは， PDCA サイク

ルを通じた計画の合理化やアカウンタビリティ

の向上と，何よりも衆知を結集しやすくするため

の現象理解をもたらすことであり，それこそが，

次の実務や研究を始めるアイディアの母胎とな

るはずだ．今回の研究プロジェクトが，「複数の

データを活用した道路のストック効果の計測技

術の再構築」にどのように寄与するか，これまで

述べてきた観点を深めながら，じっくりと考えを

重ねていきたい． 

 

1.2 本研究のテーマ 

 これまでの議論を踏まえて，本研究では3つの

初期テーマに加えて，データに基づくインフラス

トック効果の枠組みに関して，1つの統合的テー

マに取り組むこととした． 

 交通状態の質的指標の算出と事故リスク分析

では，道路交通状態の質的指標を算出し，交通事

故リスク分析において活用する． 

 観光地のトラベルコスト評価では，自動車依存

度の高い地方の移入産業として重要な，地点別の

観光入込客に着目し，道路整備によるストック効

果を観光ビッグデータと地理情報の結合による

トラベルコスト評価により算出する．これらを踏

まえたうえで，観光ビッグデータ，トラベルコス

ト評価に関しての研究動向を整理した． 

 工業団地地価のヘドニック分析では，道路整備

がアクセス条件を改善する効果を,地価への波及

効果に着目したヘドニック（地価）分析により明

らかにする．特に，高速道路アクセスの重要性が

しばしば言及される工業団地に焦点を当てる．こ

れを踏まえたうえで，研究動向を整理した． 

 

1.3 交通状態の質的指標の算出と事故リスク

分析 

本テーマに関しては，交通状態の把握に関する

研究と，詳細な地点データを用いた交通事故に関

する研究と，詳細な地点データを用いた交通事故
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に関する研究の 2 つの観点からレビューを行った． 

 

1) 交通状態の把握に関する研究 

プローブデータや車両感知器による交通ビッ

グデータを活用することにより，交通状態を定

量的指標化によって記述し，評価する研究が行

われている． 

瀬尾ら 1)は，自動車工学の分野において開発

が実用段階に達し，今後普及する可能性を有し

ている車間距離計測機器に着目した．交通状態

の観測機器としてGPS と車間距離計測機器を搭

載した新たなプローブカーを想定し，そのプロ

ーブカーによる移動体観測の情報のみを用いて，

交通状態を推定する手法を提案した．既存手法

では，q-k 関係・k-v 関係を仮定することによっ

て交通状態を推定していたが，提案手法ではこ

れらの仮定なしに既存手法とほぼ同精度で交通

状態が推定できることを示した． 

和田ら 2)は，複数のプローブ車両軌跡データ

のみを用いて交通の量的把握が可能な手法を提

案した．この手法は，2 本のプローブ車両（先行

プローブと後続プローブ）の間の交通状態を

Kinematic Wave（KW）理論により補完するもの

であり，車両の詳細な軌跡データを縮約するこ

となく活用することができる．データによる検

証結果から，プローブ車両間の交通状態が混雑

している状況では提案手法の推定精度が良いこ

と，および 10 分~20 分程度の交通量推定が可能

なことを明らかにした． 

He ら 3)は，都市の道路ネットワークにおける

交通混雑を評価した．この研究では，各道路区

間での最高速度に対する平均速度の割合によっ

て，道路の混雑状態を 4 分類した．北京の高速

道路ネットワークに提案した分類基準を適用し

て，時間帯別・季節別に各道路区間の混雑状況

を明らかにした． 

Hohmann ら 4)は，高速道路や都市の道路での交

通状態分類手法を開発した．高速道路のデータ

を対象に区間別，地点別の平均速度を比較する

と，区間平均速度は，地点平均速度（設置場所

が固定された検出器による測定）よりも，より

妥当な交通状態を表現できることを示した．ま

た，GPS のテスト走行の結果に基づいて分類し

た交通状態の分類数について，道路利用者のわ

かり易さの観点から検討した結果，3 分類が妥当

であることを確認した． 

 

2) 詳細な地点データを用いた交通事故に関す

る研究 

事故（突発事象）の検出，事故が旅行時間に与

える影響の把握，また事故のリスク分析に関し

て，様々な研究が行われている． 

朝倉ら 5),6),7)は，プローブカーデータを用いて，

突発事象検出する 2 手法の提案を行った．これ

らは，プローブカーの旅行時間の変化と交通容

量の低下を考慮して突発事象を検出する手法と，

衝撃波速度と交通容量の低下から突発事象を検

出する手法である．その結果，後者の衝撃波速

度を用いる手法は，最低 3 台のプローブカーデ

ータがあれば事故等の突発事象を検出できると

いう利点を有することを示した． 

Park ら 8)は，事故発生後に起こる二次的な事故

について，ベイジアンニューラルネットワーク

理論を適用した検出方法を提案した．この手法

では，プローブカーから得た速度情報によって，

ロードクリアランス，待ち行列の状態，そして

交通量の回復の 3 指標を関数とする二次的な事

故の蓋然性（尤度）を算出するシステムであり，

その値は対象とするネットワークの各区間にお

いて，前時点の尤度と新たに観測した速度を組

み合わせた値として，再帰的に得られる． 

Kinoshita ら 9)は，事故などの非日常的な混雑と

慢性的な渋滞などの日常的な混雑を分類するこ

とにより，プローブカーから交通事故を検知す

る手法を提案した．この研究が提案する検知手

法は，まず一定区間内を走行している車両の速

度情報を大量に収集して，日常的な交通状態を

表す交通状態トピックを学習する．さらにある

区間について最新のプローブデータに基づいて

得られる交通状態が，学習した日常的な交通状

態の分類のいずれにも合致しない場合に，非日

常的な混雑と判定する．提案手法を東京の首都

高速道路の実データに適用して交通状態トピッ

クとの合致／非性能を判定するアルゴリズムの

性能を比較したところ，その判定に用いる閾値

は，カルバックライブラー情報量を用いて定義

する場合が，最も良好なことを示した． 

D’Andrea ら 10)は，スマートフォン等の GPS デ

ータを用いて交通混雑や事故を検知するエキス

パートシステムを提案した．このシステムでは，

区間別の速度と区間内の車両数に基づいて，交

通状態を 5 分類（車両未観測，通常速度，速度

低下，大幅な速度低下，完全ブロック状態）で

判定する．さらに，検出された現象の空間的な

連続性に基づいて，警報を発するアルゴリズム

を提案した．ピサの道路ネットワークにおいて

提案システムを検証したところ，実際の事故や

渋滞を正確に検知できることを示した． 

Li ら 11)は，事故継続時間に着目して，これに影

響する様々な要因の効果や継続時間予測を分析

するためのモデルを提案した．この研究は，事

故に関するテキスト情報にトピックモデルを適

用して，各サンプルのトピック別の負荷量とし

て定量化する．事故継続時間の記述には，競合

ハザードモデルを用いた．シンガポールで収集
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された 2 年間に及ぶ約 1 万件の事故データに対

して提案手法を適用したところ，時間依存共変

量を含む競合ハザードモデルによる事故継続時

間の予測が最も精度が高く，また算出した 25 ト

ピックのうち 10～14 トピックは，事故継続時間

に有意に影響していることを明らかにした． 

Hojati ら 12)は，高速道路の旅行時間信頼性にお

ける交通事故のインパクトを定量化する手法を

提案した．この研究では，事故時に実際に計測

された区間別の所要時間の分布情報を単一指標

として定量化した合成指標を提案し，その値に

対して，ランダム変数を仮定したトビットモデ

ルを推定して要因分析を行った．クイーンズラ

ンド州において収集した 1 年間に及ぶ高速道路

の事故データを，事故分類別に分析した結果，

有意な事故要因として，複数台事故、事故時間、

重大事故などが挙げられた． 

事故の発生リスクについて，交通状態との関係

を整理した研究も行われている．藤井ら 13)は，

車両感知器から得られる定点観測データと，勾

配の影響を適切に考慮した交通流モデルで構成

されるフィードバック型交通状態推定システム

を構築して，平常時，および交通事故発生前後

におけるモデルパラメータの変動傾向を比較し

た．その結果，平常時と比較して，事故発生直

前の自由流速度が低下する傾向や，勾配変化に

対する速度変動の感度が高くなるケースが存在

することを指摘した． 

兵頭ら 14)は，5 分間の Q-K 関係に基づいた交通

流状態を，自由流，渋滞流以外に第 3 の状態と

して“混合流”を考慮し，3 つの交通流状態が事

故発生リスクに与える影響について比較分析を

行った．その結果，混合流よりも全車線が渋滞

流の方が，追突事故および車両接触事故の発生

リスクが高くなる傾向を明らかにした． 

 

1.4 観光地のトラベルコスト評価 

本テーマでは，自動車依存度の高い地方の移入

産業として重要な，地点別の観光入込客に着目

し，道路整備によるストック効果を観光ビッグ

データと地理情報の結合によるトラベルコスト

評価により算出する．これらを踏まえたうえで，

観光ビッグデータ，トラベルコスト評価に関し

ての研究動向を整理した． 

 

1) 観光ビッグデータに関する研究 

Önder15)は，Flickr のジオタグ付けされた写真

に基づいてオーストリアの周遊トリップを分類

する手法を提案した．オーストリアの旅行者を

対象に提案手法による分類を行った結果，2 パタ

ーンに分類できた．また，それぞれの周遊トリ

ップ毎にトリップ箇所に対するクラスター分析

を行った結果、第一の都市は大都市を含み，第

二のクラスターはオーストリア西部の都市とな

った．これらは、同様のクラスター内の都市間

を巡回する共同販売キャンペーンや新たな観光

事業商品の創出に向けた知見を与えられると結

論付けている． 

Raun ら 16)は，時空間トラッキングデータを用

いて旅行者の目的地までの流動を測定する手法

を開発した．2011 年から 2013 年までのエストニ

アにおける外国からの訪問者の携帯電話のポジ

ショニングデータを用いて、空間，時間，およ

び旅行者（出身地域）の組合わせについて分析

を行い，国内の旅行者との傾向の違いを明らか

にした． 

Toole ら 17)は，オープンデータやクラウド地

理データ、センサス記録や調査，また携帯電話

からの通話記録を用いて OD 表を推定する手法

を提案した．提案手法では，オープンデータや

クラウドソースのデータリポジトリを使って構

成した道路ネットワークを通過したトリップ経

路を生成する．またこのアウトプットを研究者，

政策作成者，また一般の人と相互で共有できる

オンラインプラットフォームも作成した．これ

らのシステムは，世界のいくつかの都市で分析

が行われ，有効性が示された． 

日本のビッグデータの一つであるモバイル空

間統計の活用に向けた初期研究として，清家ら
18)はモバイル空間統計の今後の可能性や統計の

信頼性の評価を行った．その結果モバイル空間

統計の時間帯別推計，人口属性別推計，居住地

別推計については，一定の信頼性が得られるこ

とが分かった．一方で，空間解像度については，

一定の人口密度を前提に 1km メッシュ以上の活

用が望ましく，特定の施設や狭い地区内におけ

る詳細な人口変動把握には，必ずしも向いてな

いことが明らかになった． 

清家ら 19)は，モバイル空間統計の初期検討の

一環として，モバイル空間統計に他統計を組み

合わせた拠点地区の分析モデルと，モバイル空

間統計単体での複数拠点地区の比較分析モデル

を検討した．従来はアンケートや目視など労力

のかかる調査方法しかなかった情報をモバイル

空間統計によって簡易に把握できることを示し

た．また，モバイル空間統計のデータのみを活

用し，指標化することで，人口流動に着目した

拠点の性格分類を行う方法を示した． 

田中ら 20)は，「モバイル空間統計」の特徴を

生かして，観光地での人の集中性及び変動制を

把握し，観光地の特性を捉えるとともに人口比

等の統計値を用いて，温泉地，テーマパークを

有する自治体，主要観光地の傾向の差異を把握

した． 
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2) トラベルコスト評価に関する研究 

旅行費用法は，訪問地までの旅行費用と訪問回

数との関係をもとに間接的に訪問地の利用価値

を評価する方法と想定される利用者の訪問の意

向を考慮して推定される方法に分かれる．いずれ

も評価すべき対象が「訪問するだけの価値」を持

つことが前提となり，訪問されない対象について

は，評価が困難であるといわれている．本研究で

は，少なくとも総移動支払額以上の魅力度が目的

地にあると考える，最もシンプルな方法で分析を

行う． 

菊池 21)は，公の施設に係る費用便益分析を議論

するため，公立図書館に注目し，旅行費用法を用

いた便益計測を検討し，公立図書館の費用便益手

法としての旅行費用法の有効性，移転に伴う便益

の変化とその要因を明らかにしたが，旅行費用法

の問題点として一般化費用の精度の問題等も明

らかとなった． 

渡邉 22)は，旅行費用法において生じる代替地価

格問題に着目し、対処法を提案した．代替地価格

を正確に計測することは非常に困難であるため，

代替地価格には計測誤差が生じ，その結果，推定

便益が誤って計測されてしまうことを指摘した．

提案した方法と，通常行われている方法を比較す

ることで影響の大きさを実証的に明らかにした． 

 

1.5 工業団地地価のヘドニック分析 
本テーマでは，道路整備がアクセス条件を改善

する効果を,地価への波及効果に着目したヘドニ

ック（地価）分析により明らかにする．特に，高

速道路アクセスの重要性がしばしば言及される

工業団地に焦点を当てる．これを踏まえたうえで，

研究動向を整理した． 

旧通産省の定義によれば，工業団地とは，複数

の工場等の立地を想定して，計画的に用地の取得，

あるいは敷地の造成・整備等が行われ，分譲され

た一団の工業用地等（一体的に取得・造成・整備

される道路・緑地・住宅用地等の公共施設を含む）

とされる．工業団地については，1960 年～70 年

代，地理学で盛んに研究が行われ，立地動向，工

業構成，吸引要因，雇用，地域経済へのインパク

ト，などに関する知見が蓄積された．やや古い文

献であるが，百瀬 23)によれば，工業団地の主な目

的は，立地制約の解消（都市公害，従業員の確保

難の解消），産業再編成による都市計画の促進，

産業再配置による低開発地域の開発，低開発地域

の開発のための企業誘致となっている． 

土木計画学における工業団地に関する研究は

非常に少なく，工業団地の立地選択理由や工業団

地販売価格の推移について考察した伊藤 24)など，

数えるほどしかない．工業地価のヘドニック分析

に関する研究も我々がレビューした範囲では存

在しない．一方で，海外では Ryan25)，Ambrose26)，

Beekmans et al. 27),28) ， del Saz-Salazar and 

Garcı́a-Menéndez29)，Clark and Pennington-Cross30)

といった事例がある．これらの研究で地下に及ぼ

す影響が大きいとして特定された要因は，交通

（空港，港湾，インター，鉄道，および都市への

アクセス），市場（人口，都市化率），工業団地固

有要因（リース期間，分譲割合，規模，年）であ

り，インフラのストック効果が示唆されている．

本研究においても，データが入手できる限り，こ

れらの変数の導入について検討する． 
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第２章 交通状態の質的指標の算出 

 

2.1 暫定2車線区間を対象とする速度低下検出 

 

ETC2.0 データの利用を念頭に，モデルケース

とする高速道路ネットワーク上のデータ取得状

況を確認する分析用のデータベースを構築した．

モデルケースの選定にあたっては，中国地方整備

局と十分に協議を行い，鳥取姫路自動車道（以下，

鳥取道）の佐用～鳥取とした． 

ETC2.0 データの特徴を考慮し，時間別・区間

別の速度分布を抽出することを目的とし，モデル

ケースである鳥取道を対象に速度低下に関する

分析を行った．まず，本テーマで用いた ETC2.0

データから対象区間を走行した自動車のみを抽

出した．そして，抽出したデータの速度分布から

低下区間を整理する．さらに，複数の候補要因の

中から，実際の速度分布の違いをもたらす要因を

抽出できる決定木を用いることで速度低下区間

と合わせて同時にその要因を明らかにした． 

本分析では，まず将来的に 4 車線化が予定され

ているが，現在は片側 1 車線の対面通行で供用さ

れている高速道路は暫定 2 車線道路を対象とする．

暫定 2 車線区間は，日本の高速道路の約 3 割 31)

を占めている．2016 年 6 月以降，国土交通省は暫

定 2 車線道路のうち速度低下が著しい一部の区間

に追い越し車線を設ける方針 32)を示した．これ

は地方からの強い要望に応じた方針ではあった

が，具体的にどの区間に追い越し車線を付加する

かについて，定量的な根拠は乏しいといわざるを

得ない．従来の 4 車線以上の区間に関して追い越

し車線を設ける区間やその区間長を決定する指

針を示す研究 33)では，常時観測によらない線形

などが基準として言及されているばかりであっ

た．事業を実施する上で，直接的な根拠となる道

路のパフォーマンス指標としては，当該区間の走

行速度情報の活用が考えられる．追い越しができ

ない暫定 2 車線区間では，4 車線区間と比べて前

方の低速車の影響が後方車群に与える影響が大

きいと考えられる．しかし，これまで低速車によ

る速度低下の伝播を明らかにする研究の蓄積は，

ほとんど行われてこなかった．これは，区間別の

速度変化を常時把握する必要があるためである．

現在，高速道路上の車両の速度は断面交通量を把

握する目的で設置されているトラフィックカウ

ンターを用いて得られているが，同機器の設置間

隔はおおよそ 10km である．この程度の観測密度

では，いつどこで発生するかわからない低速車に

よる速度変化の影響を捉えることはできない． 

この分析では，ETC2.0 データの特徴を考慮し，

暫定 2 車線区間の追い越し車線整備区間を特定す

るために時間別・区間別の速度分布を抽出するこ

とを目的とする．また，ETC2.0 データ処理上の留

意点を明らかにすることで，今後の研究に活用で

きるようにする． 

 

2.2 データセットの構築 

ETC2.0 データにはデータフォーマットが 13

種類存在する．これらのうち，本テーマでは，

詳細な分析が可能な様式 1-2 を用いた．様式 1-2

には，表 2.1 に示す 33 項目のデータが格納され

ている．緯度・経度情報には①ローデータ（観

測した緯度・経度そのもの）のほかに，②マッ

プマッチング後の緯度・経度がある． 

No.15 と No.16 に記録された①前者は，車両

に搭載された GPS から得られたデータであり，

GPS の精度によっては走行中の道路外で観測さ

れることもある．No.22 と No.23 に格納された後

者のデータは，最寄りの道路への位置補正処理

を，道路位置情報を参照して事後に施した結果

を示している． 

②後者については補正アルゴリズムが不明で

あって精度検証ができないため，以下ではマップ

マッチング前のNo.15，No.16の経度・緯度データ

を使用する． 

対象エリアと分析期間は，図2.1に示す鳥取道
36)を対象に研究を行った．鳥取道は兵庫県姫路市

の佐用JCTから岡山県を経由して，鳥取県鳥取市

の鳥取ICを結ぶ全長62.3kmの暫定2車線で供用

されている高速道路である．2009年に最初の区間

が開通し，2013年に全線開通した．西粟倉ICと智

頭ICの間の一部区間が一般国道（厳密には志度坂

峠道路起点（西粟倉ICの南0.5km）と智頭ICの間

が高速自動車国道に並行する一般国道自動車専

用道路）である．全長62.3kmのうち，約30kmが

トンネル区間である．  
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ETC2.0データは国土技術政策総合研究所から

提供を受けた．取得期間は2015年4月から2016年

3月である．以下の分析では，データの基本的な

処理手順について整理するため，夏期休暇や降雪

の影響を受けない2015年4月から6月までの3か月

分のデータを用いた． 

ETC2.0データはファイルサイズが巨大なため，

日付ごと，1次メッシュごとのcsvファイルに記録

されている．これらのファイル名は，4月1日のメ

ッシュ番号5334のデータなどのように名づけら

れている．本テーマの対象区間である鳥取道は1

次メッシュ5234と5334にまたがっている．ただし，

１次メッシュ5234と5334には鳥取道以外の道路

も存在するため，鳥取道の走行記録データを抽出

する必要がある． 

抽出アルゴリズムを作成し，データを抽出した

結果，鳥取道におけるETC2.0搭載車両の１か月

分の位置情報として約40万レコードが得られた．

これは約60kmを200m間隔でデータ取得したと

して300区間あるので，200m当たり1月で平均

1300点の位置（速度）データが得られていること

を意味する．つまり1日の観測数は40点程度であ

表 2.1 ETC2.0 様式 1-2 データフォーマット 
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り，1時間当たりでは2点未満にすぎない．分析に

必要なデータを抽出し，データベースを構築する

プログラムを作成した．今回の鳥取道を例に，デ

ータベース構築までの手順を図 2.4に示す． 

3か月分のデータ抽出では，3か月×30日×2メッ

シュ（5234と5334），の180ファイルを扱わなけ

ればならない．ファイル数が多いため，C言語プ

ログラムを用いて，以下の手順でデータ処理を行

った．まず，DRMビューワを用いて対象路線の二

次メッシュコード（7つ），流入ノード，流出ノー

ドを読み取り，対象路線のリンクのリストを作成

した．このリストを用いて対象路線のデータのみ

を抽出するC言語プログラムを実装して，データ

を抽出した． 

 

2.3 測位精度の検証 

ETC2.0はGPS機器によって観測されているた

め，走行地点の上空視野の大きさによって，衛星 

表 2.2 DRM リンクと ETC2.0 データの測位誤差

（データ数約 20 万） 

パーセンタイル 測位誤差（m） 

5% 0.58 

25% 2.52 

50% 5.60 

75% 9.81 

95% 18.35 

 

表 2.3 測位方法別データ割合 

測位方法 該当レコー

ド数 

割合（%） 

未定義 2,313 0.607 

GPS 115,167 30.206 

GPS+ジャイロス

コープ+スピード

パルス 

472 0.124 

Map Matching 263,316 69.063 

計 381,268 100 

 

表2.4 DRMリンクとETC2.0データの測位誤差 

パーセン

タイル 

測位誤差（m） 

GPS Map Matching 

5% 0.58 0.58 

25% 2.55 2.46 

50% 5.74 5.25 

75% 9.90 9.64 

95% 18.56 17.66 

 

の捕捉可能数が異なる．衛星の捕捉数が機器性能

に左右されるのは当然だが，そのほかに重要な要

因として，車内の機器設置場所も電波状態を左右

する．機器間の測位精度に大きな違いがないと考

えると，設置条件によってETC2.0データの位置

情報の精度は，大きく低下する可能性がある．さ

らに速度が距離差分と時間差分から求められて

いるとしたら，位置の精度は速度にも影響を及ぼ

す恐れがある．そこで，ETC2.0データとデジタ

ルロードマップのマッチング前のデータを用い

て，測位誤差の大小による速度分布の違いを検証

した．また，合わせてデータの取得状況や速度分

布状況を確認した． 

図2.2に，得られた位置情報（点）をGISソフト

により地図上へ描画した結果の一部を示す．赤い

点はDRMリンクと呼ばれる鳥取道上り線の道路

中心から作成した情報であり，紫の点はETC2.0

データを表す．同図に示すように，実際の道路中

心から約10m離れた点も存在する．そこで，測位

誤差のばらつきを確認することとした．まず，各

点の測位誤差をGISソフトの最近接ツールを用い

て求め，それらを昇順に並べ替えた．その上で，

位置情報の観測総数に対するパーセンタイル値

ごとに測位誤差を求め，その結果を表2.2に示す． 

図 2.2 ETC2.0 データの測位点と DRM リ

ンク（佐用 JCT～佐用平福 IC 間） 

図 2.1 鳥取道の位置 
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鳥取自動車道は車線幅が両側で7mのため，表2.2

より，25%タイル値の2.52mであれば，両側の車

線幅に収まる．そこで以下では，測位誤差2.52m

（25%タイル）以内の点に着目する． 

4月の鳥取道走行データについて集計した結果を

表2.3に示す．割合をみるとGPSとMapMatching

が全体の99%を占めているため，両者による測位

誤差の確認を行った表2.4に測位方法別の測位誤

差を示す．両者を比較すると測位誤差について大

きな差は見られない．  

図 2.3に，1kmごとの4月上り線の全ETC2.0デ

ータ数と測位誤差25%以内のデータ数を示す．同

図より区間ごとにETC2.0データ数は異なること

がわかる．また図2.4に，区間別の即誤差25%タイ

ル以内のデータ割合を示す．両図の比較から，全

データでは1km当たり最低でも1000データ取得

できているが，25%以内のデータに限定すると，

一部ではほとんどデータが取得できない区間が

生じることが分かる．ETC2.0では車速パルスに

よる速度と，GPS測位による速度が収集されてい

る．本テーマではこのGPS測位点の速度をGPS速

度と呼ぶ．GPS速度の利用可能性を検討するため，

計算速度同様に全データを図2.5に示す．また，パ

ーセンタイル別の速度分布を集計した結果を図

2.6に示す． GPS速度の速度分布は，測位誤差の 

図 2.5 GPS 速度分布図（全データ） 

図 2.3 データ取得状況_全データ 

 

図 2.4 データ割合_測位誤差 25%タイル以内（2.52m 以内）データ/全データ 
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大小による有意差はない．一方で，標本数の増加

により，最頻値の出現が下がる（分散が小さくな

る）傾向が見られるなど，統計分布として自然な

形状を示していることがわかる．なお，この性質

は計算速度ではみられなかった．本テーマでは

GPS速度を用いて分析を行う． 

 

2.4 分析手順 

 本研究では，軽微な速度低下を検出するために，

事前データの加工手順と検定手法に工夫を凝ら

す．既存の手法として，速度分布データをそのま

ま用いて，速度低下が疑われる区間と全データの

分布の違いに関して検定（コルモゴロフ・スミル

ノフ検定やχ2 検定など）を行う方法が考えられ

る．しかしこの検定手順を試行したところ，デー

タのサンプル数が検定結果に大きな影響を及ぼ

すため，分布中央部にほんの少しの速度分布の違

いが表れる場合に，分布の違いすぐに検出してい

まい，結果として決定木で算出した全てのリーフ

について，統計的な有意差を検出してしまうとい

う限界があった．つまりこの方法では，全て速度

分布が異なる，という結果しか得られず，政策的

な判断を行う手法として有用ではない． 

一方で提案手順は，以下に述べるようにパーセ

ンタイル値に基づく離散化と決定木分析，さらに

後述するコクラン・アーミテージ検定による一様

分布からの乖離に関する傾きの検定を組み合わ

せることにより，1)離散化した各カテゴリを公平

に扱うことができる．また，2)リーフとして検出

したサブグループのサンプルサイズの影響を受

けないように配慮する．以上から提案手順では，

3)従来のデータ処理手順では検出が困難だった軽

微な速度低下を目指す．他方でこの手順は，分布

の裾で発生する極端な速度低下（重大な交通障害

に沿うと）に関連するサンプル数が少ない場合は，

一様分布では明確な検出が困難となることが予

想される．ただしそのような顕著な速度低下は，

本手法によらずとも検出可能なため，実用的な問

題は少ないと思われる． 

なお本結果に基づいて，道路や交通制御，TDM

など道路に何らかの対策が行われると速度分布

は変化するため，同一の手順を繰り返しても，い

つまでも対策が必要な区間が抽出され続ける．こ

のような場合，速度低下区間の改良効果検証手順

を工夫する必要がある．対策前の状態に対して速

度分布が改善（つまり分布が，速度の低い方から

高い方に寄る形状）か否かを検証するためには，

1)対策前の速度分布の閾値の情報を用いて，対策

後のデータを離散化したデータベースを作成し，

このデータベースに決定木を適用してリーフを

検出し，それぞれにコクラン・アーミテージ検定

を適用して速度低下側だけ検出すればよい．この

手順の最後に得られる傾きの正負によって，対策

前の速度分布（一様分布）よりも，速度分布が悪

化する区間が表れるか否かを検証できる． 

  

2.5 決定木分析 

決定木 31)は意思決定ツリーやデシジョンツリ

ーとも呼ばれ，樹形図，またはツリー構造と呼ば

れる図によって，着目した目的変数の分布が，ツ

リーの分岐点で条件付けしたときに，最も異なる

ような分岐条件を探索するアプローチである．複

数の説明変数の候補集合の中で，どの変数が分岐

条件として適切か，つまり最も目的変数の分布が

異なるサブグループを生成するかを明らかにす

る手法である．決定木分析では，より大きな部分

集合に影響する説明変数から順に分岐していく．

決定木において分岐要因を示す点をノード，ある

分岐要因と次の分岐要因まとの間を結ぶ線分を

リンク，さらにノードの末端部分の，目的変数分

布をリーフと呼ぶ．以下の分析では分岐数が 2 つ

以下の 2 分木を用いるが，アルゴリズムのパラメ

ータ設定によっては，分岐数が 3 以上の結果も得

られる．  

決定木を求めるアルゴリズムは C5.0 や ID3，

CHAID，CART など複数種類存在する．本研究

では，CART を基に作られた R プログラムのパッ

ケージ，rpart を用いて決定木分析を行う．rpart

は CART に基づいたプログラムである．同パッケ

ージの特長は一度分岐に現れた説明変数が，それ

以下の分岐において再度出現ができる点と，最終

的なリーフの目的変数分布をグラフ化して出力

する点である．分析によって得られる決定木にお

いて，根からリーフへのリンクをたどれば，各リ

ーフの速度分布をもたらす分岐条件の組み合わ

せが得られる． 

CART32)は以下の 3 ステップによってツリーモ

デルが生成される． 

 

 

図 2.6 GPS速度分布図（測位誤差 95%

タイル以内） 

 



13 

1)  樹木の成長 

2)  樹木の刈り込み 

3)  最適な樹木の決定 

1)はノードを構成されるサンプルを 2 群に分割し，

ある停止基準に達するまで分割を繰り返す手順

である．2)は分析の精度を向上させるために 1)で

生成したツリーから，重要ではない分岐を刈り取

る．3)は交差確認法などを用いて 2)で得られた樹

木列の中から最適基準に合う樹木を選択する． 

 

1) 樹木の成長 

 目的変数  (n=1,…,N)を連続変数とする．通常

の回帰樹木では，誤差の均一性を基準におき，ノ

ード内の目的変数の平均を回帰予測値に用いた

ときの回帰残差をノード内不均一性測度として

用いる．すなわち，ノード t の回帰残差 は，

残差平方和 

 
(2.1) 

である．ここに， ノード t に属する個体の

すべての和を表し， はノード t 内の目的変数

の標本平均(ノード tに属する個体の目的変数の予

測値) 

 
(2.2) 

を表し， はノード t に属する個体数を表す．

これを用いて，ノード t で(真のモデルと推定モデ

ル間の乖離を表す)不均一性指標 

 
(2.3) 

が定義される．ここに， であり，

データの全個体が t に属する確率の再代用推定値

と呼ばれる． 

 ノード t において，ある分岐規則 をもって 2

分岐される子ノードを ， とする．分岐規則 は，

説明変数 が順序付き変数の時， の

形式をもち， が名義変数の時 であ

る．ここで，c は変数 でのある分岐候補を表す．

ノード t に属する個体 n は，分岐規則 を満たせ

ば， に送られ，そうでなければ に送られる．

分岐規則 に対する分岐速度は，リスクの再代用

推定値の減少量 

 (2.4) 

により測られる．このとき，ノード t で選択され

る分岐規則 は，分岐規則 集合をと おくと，

の中で最大の減少量を与える分岐規則 

 (2.5) 

として選択される．すべての分岐対象のノードに

おいて，このような分岐が実行され新しい子ノー

ドが次々に生成される．このようにして，樹木 は

根ノードから出発してて順に分岐(成長)し，一定

の停止基準に達するまで行われる． 

 

2)  樹木の刈り込み 

 樹木 が大きくなるにつれて，式(3)の は小

さくなるが，大きな樹木に基づく予測性能は必ず

しもよいとはいえない．これはデータの過学習と

呼ばれ，分析結果の安定性が損なわれる．そこで

決定木から過学習を除くために樹木の減少列を

作る方法 32)として，樹木 のリスクの再代用推定

値に複雑度のペナルティを課すことで，複雑度コ

ストと呼ばれる 

 (2.6) 

を定義する方法がある．式(2.6)では，樹木  (≪

)の複雑度をリーフ数 とおき，複雑度を実

数 (≧0)で規定している． は成長過程によっ

て最終的に得られる最大樹木を表し， ≪ の

記法は， が の部分樹木であることを表す．

この に基づいて任意の 値に対して， 

 (2.7) 

で定められるある部分樹木 を見つけられる．

ここに，同じ の値をもつ樹木が存在すれば，

最も小さな部分樹木を とする．以上の手順で，

任意の に対し を最小にする部分樹木系列が構

成できる． 

 

3) 最適な樹木の決定 

 前節の刈り込み過程により得られる部分樹木

列 のなかで，どの樹木が最良であるかを決定す

る必要がある．通常，CART では交差確認法を用

いて予測性能の高い決定木を決定する．k 分割-

交差確認法では，全体標本 N を k 分割し，そのう

ちの 1 つをテストデータにし，残りの k-1 個のデ

ータを訓練データとして使用する．交差確認推定

値は式(2.8)と表せられる．なお， は予測子を表

し， は のとき の行動を取る損失関

数である．この交差確認値が最小値をもつ樹木

が選択される． 

 

 

(2.8) 

 

2.6 目的変数と説明変数 

本研究では決定木分析の目的変数は，ETC2.0

データに含まれる各点の瞬間速度(以下，GPS 速

度)とする．説明変数として，以下の 6 種を設定し

た．  

・ 平休(平日，休日)，ダミー変数 

・ 交通量(1 時間当たり)，連続変数 

・ HVR(大型車混入率)，連続変数 
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・ 天候(雨，晴れ)，ダミー変数 

・ キロポスト(0.1km 刻みの距離) 

・ 時間帯(朝：7,8 時台，昼：9~16 時台，夕方：

17,18 時台) ，カテゴリ変数 

鳥取道の多くの区間では最高速度が 70km/h だ

が，一部区間に 40～60km/h の区間が存在する．

つまり，後者の区間では，必然的に速度が低下す

るため，分析の前提であるサンプルの観測条件が

異なる．そこで以下では，あらかじめ後者の区間

から得たサンプルを除き，最高速度 70km/h の区

間のみのデータを用いて分析を行う．また，HVR

は%ではなく小数点表記である．さらに交通量な

どが大きく異なる夜の時間帯のデータは除外し

た．なお速度に影響を与える道路構造の情報とし

て勾配や分流点，カーブなども考えられるが，こ

れらはいずれも特定の場所に依存する情報のた

め，キロポスト情報を事後確認することで，十分

と考えられる．よって，以下ではキロポストのみ

を道路構造を表す説明変数として扱う． 

 

2.7 速度低下の検定 

速度低下の判定には，全データの速度分布とリ

ーフの速度分布が異なっており，かつ後者が前者

よりも遅いことを統計的に示す必要がある．しか

し GPS 速度そのものの分布は対数正規分布のよ

うな形状である．そのような分布が 2 つあったと

して，それらが統計的に有意であるか，検定を行

うことは困難である．そのため GPS 速度そのも

のを目的変数として検定を行うことはできない．

これは，ビッグデータに対して通常の仮説検定を

適用する場合に共通する問題である．例えば，全

データとリーフの分布にそれぞれ正規分布を仮

定して，それぞれの平均と分散から正規検定を行

う場合を考えよう．正規検定統計量 z は，全デー

タのサンプル数を ，リーフのサンプル数を ，

全データの平均と分散を ， ，リーフ i の平均と

分散を ， とすると， 

 

 

(2.9) 

となる．すなわち が非常に大きいとき，z は簡

単に 5%水準を超えてしまう．同様に，両分布の

違いを適合度検定に基づいて算出する場合は，全

データの速度 1km/h ごとの度数を  (i：1~r)，

リーフの同度数を とし， 

 
(2.10) 

 

 

(2.11) 

 

とすると検定統計量 は 

 

(2.12) 

 

となる．あるいはノンパラメトリック検定の一種

である，コルモゴロフ・スミルノフ検定 33)の検定

統計量 D は 

 
(2.13) 

である．ここで， はリーフの分布関数，

は全データの分布関数を表す．上記のいずれの検

定も，統計検定量がサンプル数の影響を受けるこ

とに注意してほしい．ネイマン．ピアソン流の検

定では， や が比較的小さな場合を想定して有

意水準が定められている．したがって大きなサン

プル数では，有意水準を非常に小さくとらない限

り，あらゆる分布間で有意差が検出されてしまう． 

この問題に対してベイズ統計に基づく仮説検

定を採用することもできるが，妥当な事前分布を

仮定した上で事後分布を算出する必要があるた

め，その設定が容易でない．また，あまり馴染み

のない有意水準10-3以下のオーダーを採用する積

極的な理由がないので，この方法は恣意的である．

また，事前分布が非正則な場合は，数値積分が必

要となるため計算の簡便さが損なわれてしまう． 

本研究では，サンプル数を検定統計量に含まな

い方法として，2 群のカテゴリ変数の傾向性を検

定するコクラン・アーミテージ検定 34)を用いる．

同検定は，薬の投与量が異なる 2 群において投与

量と治療の程度を表すカテゴリカル変数の分布

間の有意差を検出する方法である．統計検定量は

順序付きのカテゴリカル変数を v，各カテゴリカ

ル変数の該当サンプル数を とすると， を v に

回帰した時の傾きに関数として得られる．なお k

はカテゴリ数である．この検定は と に線形性

が存在する場合のみ適用できる手法である．その

ため，例えば正規分布に従う 2 群のデータを確率

変数Xの任意の区間で分割してXを順序付きのカ

テゴリ変数とすると，分布が単峰性を示すため適

用できない． 

そこで以下の分析では，軽微な速度分布を検出

するという目的を踏まえて，全データのパーセン

タイル値(以下，%ile)に基づいてサンプルを分割

し，順序付きのカテゴリ変数と，それぞれに対応

するサンプル数を得る．これにより，全データの

期待分布は一様分布となる．  

検定に当たって，カテゴリ変数 k を設定しなく

てはならない．ただし，本データに特有の制約条

件として，速度データが整数値でしか得られない

ため，%ile カテゴリ間の閾値も整数で設定せざる

を得ない．ここで分割をあまり細かくすると，異

なる%ile カテゴリが同整数の範囲内に収まって

しまうという問題がある．一方で分割を粗くする
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と，速度低下の検出能力が低くなる(たとえば 2

分割などを想定すると自明) ． 

これらの条件を踏まえて以下の分析では，k=10

とし， %ile 値を用いて決定木を適用する．全デ

ータとリーフ i の偏差平方和を ， ，両データ

を y 軸，x 軸を x=1~10 とした重回帰係数を ，

とすると，両データの分散はそれぞれ 

 
(2.14) 

と表せるため，両データの分散 s は 

 

(2.15) 

から求められる．上述より統計検定量は，全デー

タの の に対する単回帰の傾きを ，リーフの

に対する に対する単回帰の傾きを ，とおく

と， 

 

(2.16) 

 

となる．この t 値により，全データの分布  とリ

ーフの分布に有意水準 5%で有意差があり，かつ t

値が負の値(リーフの傾きが負)であれば，そのリ

ーフに至る道上に現れる条件の組み合わせが，速

度低下をもたらすと判断できる．リーフの傾きは

負であることを判定の条件とするのは 10%ile や

20%ile の割合のみが大きい渋滞現象ではなく，渋

滞には至らないが，慢性的な微小な速度低下の検

出に重点を置いているためである．また鳥取道は

交通量が少なく渋滞が頻発していないことも考

慮したためである．ただし本体なら元の分布は一

様分布に近いものとなるはずであるが，ETC2.0

の速度データは整数値であるため，完全な一様分

布にはならない．しかし近似的な判定は可能と考

えて，上述の手順による分析を行う． 
 

2.8  決定木分析による速度低下区間の特定 

決定木分析は複数の条件の組み合わせを議論

できる．そのため，キロポストと共に検出された

条件を考察することで，様々な対策を検討できる．

一方で速度分布を一定間隔ごと(例えば1kmごと)

に切り口を変えて複数描く．それらを比較するこ

とで，特に速度が低い区間を見つけ，同区間への

対策を検討する方法が考えられる．しかしこの方

法では追い越し車線を設置することが優先され

てしまうし，間隔の分け方によっては大変な労力

を伴う．またキロポスト以外の条件を検出できな

いこの方法では，速度が通常よりも遅いのに，同

区間で交通量が一定以上のデータに絞ると，速度

が通常よりも速くなるといったパラドックスが

生じる可能性がある．決定木分析ではキロポスト

と共に条件を抽出しているので，この現象は発生

せず，また複数の図を描かずに 1 枚の図で理解で

きるため，実務において労力削減といったメリッ

トが期待できる． 

4 月の決定木分析の結果を図 2.7 に示す．式

(2.16)により算出された t値の絶対値が図2.6中に

示す t 値より大きく，かつ t 値の符号が負のとき

に速度低下と判定する． 

図 2.7 4 月の決定木分析の結果 
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本分析ではカテゴリ数 k を 10 としたため，自

由度は 10，あるいは 9 と考えられるが，さらに小

さい 8 を使う考え方もある．そのため，8~10 の 3

つの自由度で t 値を比較する．しかし，図 2.6 か

らいずれのリーフも自由度の違いによって，帰無

仮説の棄却判定に違いはなかった． 

この検定により赤字で示した 3 つのリーフで，

速度低下が発生していると判断できる．図 2.7 の

結果は，例えば，リーフ 1 はキロストが 51km 以

上，HVR が 0.106 以上かつ交通量が 362 以上，

364 未満の条件で速度低下が発生していると見る

ことが できる．リーフ 6 のようにキロポストの

みで分岐していれば，他の条件に関係なく速度低

下しているため，その区間では慢性的に速低下が

発生していると判断できる．12 か月間，月別に決

定木分析を行ったところ，各月とも共通して 2 つ

の区間(図 2.8 の矢印で示す区間)が速度低下区間

として検出された．この 2 つの区間の各月の分岐

条件を検討したところ，36~42km と 52~60km で

あることが判明した． 

表 2.5 に，これらの 2 区間に関して月別に最も

速度低下が顕著なリーフの分岐条件をまとめる．

なお，表中にキロポストについて記入がない個所

は，分岐条件がキロポスト 36~42km，あるいは

52~60km のみで構成されることを表している．

表 2.5 から交通量，HVR，キロポストは分岐条件

に頻繁に表れているが，天気，時間帯，平休はほ

とんど現れないことがわかる．つまり，交通流の

特徴が速度低下に影響することがわかった．一方

は智頭 IC の北側 36~42km の区間である．7 つの

月でキロポストのみの分岐が見られ，その他の条

件がない．つまり，慢性的に速度低下が発生して

いる可能性が高い．速度低下要因が交通量 500 以

上の月が 3 つあり，また出現数の少ない雨，夕方

である月がそれぞれ 5 月と 1 月，5 月と 2 月にあ

る．これらのことから，この区間では交通量が 500

台以上のとき，また雨天時，夕方に速度低下が起

こりやすい． 

他方は河原 IC の北側 52km～60km である．こ

の区間を指定するリーフには，キロポスト以外に

HVR や交通量が含まれている月が多く，これら

の条件が揃ったときに速度低下が起きる．分岐に

は 58.2km 以上が含まれていて，この区間で特に

大きな速度低下が発生している．交通量は

36~42km よりも低い．時間帯は夕方が 7 月と 12

月にある．これらのことから，この区間では

36~42km 区間よりも少ない交通量でも，速度低

下が生じやすいことがわかる．  

鳥取道に限らず各地の路線へ本手法を用いる

ことで速度低下区間と共にその原因を抽出でき

る．キロポストのみで分岐している場合，その区

間には一般的な速度低下対策である，追い越し車

線を設置する対策が適当であろう．しかし交通量

や時間帯が原因であるならば，追い越し車線のよ

うな膨大なコストと時間のかかる対策だけでな

く，料金施策や交通量規制，注意喚起といった対

策を検討できる．ただし，本研究は単に速度低下

区間を特定しているにすぎないので，その区間に

対策することで，隣接する区間に影響を与えてし

まうといった点は，別途対策後のデータを入手し

て，先述した手順に従って，検定する必要がある． 

 

図 2.8 鳥取自動車道の速度低下区間 

表 2.5 月別の速度低下主要因 



17 

 

第３章 交通状態の質的指標と事故リスク 

 

3.1 交通ビッグデータと事故リスク 

 

国内の交通事故は，2016 年には死者数 3,904 人，

死傷者数は 62 万 2,757 人と 12 年連続で減少傾向に

あるが，高速道路における交通事故は，増減を繰り

返している．交通事故は直接的な人命損失ばかりで

はなく，経済損失，エネルギー損失や排気ガスによ

る大気汚染といった間接的な損失を社会に引き起こ

す．交通事故によるこれらの被害を軽減するために

は，渋滞の交通対策をさらに進めて，動的に変わる

交通状態を，新たな交通ビッグデータから抽出し，

その指標と事故リスクの関係を明らかにする必要が

ある． 

近年「交通ビッグデータ」が注目を浴びている 34)．

ビッグデータは従来のデータと比べて情報量が多い

ばかりでなく，その種類が多様で，更新頻度が高い

という特徴がある．交通事故研究や事故対策の観点

からは，新旧の交通データ，つまり，事故データに

交通分野のビッグデータを組み合わせることで，新

たな分析につながる可能性がある．交通分野で代表

的なビッグデータであるトラフィックカウンター

（以下，トラカン）データは，交通量の変動特性を

分析する研究 35)などに用いられてきた．さらに近年

では，2011 年より本格導入された ETC2.0 データが

注目されている．ETC2.0 対応車載機搭載車両からは，

GPS による車両の走行経路や瞬間速度などの詳細な

走行履歴（プローブ情報）が得られるようになった．

その取得間隔は 100m，または 200mである 36)．この

取得間隔は，出入のインターチェンジしかわからな

い従来のETC や，路側の固定点でしか情報が得られ

ないトラカンよりもはるかに短い．また既往研究 38)

では，ETC2.0 は他のプローブ情報のように車種や用

途の限定がないという利点が指摘されている．その

一方で，2018 年 3 月末時点で，ETC2.0 の搭載率は

全国で約 3.19％と低いため，データ活用に際して分

析者の工夫が求められる．  

以上の動向をふまえると，ETC2.0 対応車載機搭

載車数の乏しさには留意する必要があるものの，

ETC2.0 の情報を活用することによって，従来のトラ

カンデータよりも，時間や場所に関してより詳細に

交通状態を把握できる可能性がある．本研究では，

複数の統計データを併用して，交通状況の質的指標

に関する指標を作成して，交通状態と事故リスクの

関係について分析を行う．具体的には，事故データ，

トラカンデータ，ETC2.0 データ，道路線形データの

4 種類の統計データを用いて，高速道路上の区間ご

との特徴を表す変数を作成し，事故の発生に結びつ

く交通状態を明らかにする．また事故データから，

事故規模の指標として事故台数に着目して，事故規

模と交通状態の質的指標の関係を明らかにする． 

事故分析に関する既往研究では，事故発生に関し

て走行台キロベースの事故率が論じられることが多

かった．その一方で，交通ビッグデータから得られ

る交通状態の質的指標と，交通事故発生の関係が明

らかにされることは，ほとんどなかった．走行台キ

ロが交通事故発生に直結することは疑いないが，他

方で交通事故をもたらす交通流の状況やその特性が

明らかとなれば，交通状態のモニタリングによる事

故対策の立案など，新たな交通事故対策の可能性を

探ることができる．以上の観点から本研究では，

ETC2.0データから得られる交通状態の質的指標と，

トラカンデータから得られる走行台キロ情報を組み

合わせて，交通事故発生前の交通状況の中で，事故

発生に結び付く状況の抽出を試みる．さらに発生し

た交通事故の規模を表す変数として，1事故当たりに

関係する台数に着目して，より深刻な事故に結び付

きやすい交通状態を明らかにする． 

 

3.2 分析手法 

事故発生に関して，走行台キロベースの発生確率

そのものをモデル化すると，発生確率として極めて

小さな値を示す稀事象の分析を行うことになり，統

計的に有意な結果が得られない可能性が高い．そこ

で本研究では交通事故発生に関して，比較的長期間

にわたって観測した交通状態に基づいて，その質的

状態を表す指標を作成したうえで，同期間内におけ

る事故発生の有無を目的変数とするロジスティック

回帰モデル 39)を用いる．変数Xは潜在的な事故要因

への曝露の有無を表す（例えばX=1の場合は曝露群，

X=0の場合は非曝露群）．  

上述したようにモデルの目的変数は，事故発生の

有無とするが，空間方向の分割を一定値として，サ

ンプルを得る．なおここで高速道路区間を一定間隔

で分割することにより，区間長（走行キロ）が異な
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ることによる事故発生への影響を除く．ただし走行

台数については，トラカンデータを用いる．またこ

の均等な区間分割と対応するように ETC2.0 データ

の空間集計単位をとることにより，データ加工の妥

当性を担保する．事故発生に関する尤度関数 L は，

以下のように得られる． 
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ここで は定数項， はパラメータ，yiは区間 i の

事故の有無，niは区間 i の事故発生件数である．式

（3.2）が示すように，同一区間で複数回事故が発生

した場合でも，交通状態の質的指標は同一値をとる

ため，区間別発生頻度については，重みを与えるこ

とによって，その違いを考慮する． 

事故台数の分析には，オーダードプロビットモデ

ル 40)を用いる．オーダードプロビットモデルは，順

序付きの質的変数を目的変数とする統計分析に用い

られる．オーダードプロビットモデルは，説明変数

とパラメータで定義した関数に加えて，カテゴリ間

の閾値パラメータを推定することにより，カテゴリ

間隔が一定ではない目的変数の段階に影響を及ぼす

要因を明らかにする．オーダードプロビットモデル

のカテゴリー選択確率 Pj は式(3.4)，確定項 Vj は式

(3.5)，対数尤度関数 ln Lは式(3.6)となる． 

 

   jkjkj VVP  1  (3.4) 

 

 i
ijij xV 

   (3.5) 

 

     
j k

jkjk VAL 1ln 
 (3.6) 

ここで は標準正規分布の累積分布関数，
k はカテ

ゴリー間の閾値，
i はパラメータ，xij は説明変数，

Ajkは観測カテゴリーがkのとき1となるダミー変数

である． 

 

3.3 データの加工手順 

 

1) 速度平均効果量と分散変化量 

事故発生に関係する交通状態として，速度平均効

果量と分散変化量に着目する．効果量 41)とは，2 群

間の違いを定量化した指標である．Cohen42)は効果

量の目安を 0.2：小，0.5：中，0.8：大とした．本研

究では，速度平均効果量を，連続する 2 区間（当該

区間（1km）とその上流区間（1km））の速度平均

の変化を表す指標として定義し，式(3.7)で算出する． 

 

p
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S

1



    (3.7) 

ここで，i は区間を示しており，
i は効果量，

i は

平均値である．
pS は i とその直前の i-1 区間でプー

ルした標準偏差であり，式(3.8)により算出する． 
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ここで，n はサンプル数，S は標準偏差を示す．ま

た，分散変化量 は，連続する 2 区間の分散の変化

を表す． は式(3.9)で算出する． 

 

2
1

2
 iii SS    (3.9) 

 

2) 速度分布の乖離度 

事故台数に関係する交通状態として，連続する区

間間の速度分布の乖離度に着目する．乖離度が値が

大きいほど，連続する 2 区間の速度分布が乖離して

いることを示す．分布の乖離度は，L1 ノルムと L2

ノルムで算出する．L1ノルムを式(3.10)で，L2ノル

ムを式(3.11)で，それぞれ示す．また，2 つの速度分

布の乖離度算出時の領域を図 3.1に示す． 
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ここで，i（=1，2，…，N）は事故を，j（=1，2，

…，180）は速度をそれぞれ示す．また，  jpi
は事 
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図 3.1 乖離度算出時の領域 

 

  

 

図 3.2 NMFのイメージ 

 

故 i当該区間（領域D1i）の速度 jの確率を，  jqi
は

事故 i 当該区間の下流区間もしくは上流区間（領域

D2i）の速度 j の確率を，それぞれ示す．なお図 3.1

に示すように，交通量の算出範囲は，全て事故以前

の時点とした．またここで下流とは，車両の進行方

向を前方とすると事故発生地点の前方を表し，上流

はその後方を表す．分析に際して，下流に影響を及

ぼすと考えられる交通流の質的な違いをもたらす上

流側の特徴だけでなく，下流側の質的な違いにも着

目する理由は，前方の交通流の乱れが上流側に伝播

する可能性を考慮するためである． 

 

3) 速度分布パターン 

事故台数に関係する説明変数として，事故発生時

の速度分布に関するパターンに着目する．速度分布

パターンは，図 3.1 に示す領域 D1i内の速度分布か

ら，NMF43)を用いて分類する．NMFは，非負値行

列から統計的に特徴のある パターンを抽出する多

変量解析手法の 1 つである．NMF のイメージを図

3.2に示す．X はインプットデータ行列，T はパター

ンの特徴を示す特徴行列，V はパターンの重みを示

す重み行列である．なお，速度は，ETC2.0 の速度

を 10km/h ずつ丸めた速度帯とした．Xsi は，領域

D1i 内の速度帯 s のデータ件数を示す．重み行列 V

を事故の深刻度要因モデルの説明変数として採用す

る．NMF では，分析者がパターン数を設定する必

要がある．本研究では，パターンの安定性の尺度と

して Brunetrt ら 44)が提案した共役相関係数

（cophenetic）が減少し始める k や，Hutchins ら
45)が提案した観測行列X と推定行列X’（特徴行列T

と重み行列V の積）との残差平方和（rss）が変曲点

を示す最小値kを参照して，最適な値を定める． 

 

4) 横断線形と縦断線形 

事故に影響すると思われる構造的な要因として，

道路線形を示す横断線形と縦断線形を用いる．横断

線形 siは，起終点間の直線距離 liと道路線形に沿う

実距離 riの比であり，カーブの少ない道路線形ほど

1 に近い値をとる．縦断線形 giは，起終点間の垂直

距離 viと水平距離 hiの比であり，正の値は上り坂，

負の値は下り坂を示す．ここで，水平距離 h は，分

析時の区間幅とする．横断線形 si を式(3.12)に，縦

断線形 giを式(3.13)に，それぞれ示す． 
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5). 事故台数の定義 

事故台数の分析では，序数型の変数を用いる．ま

ず，事故深刻度を第 1 当事者対象物の自動車台数に

より 3段階のカテゴリーで定義した（表3.1）．同表

より，段階 1が最も事故台数が少なく，段階 3が最

も被害が大きいことを表す． そのうえで本分析では，

事故発生時に現場周辺にいた周辺車両のデータを抽

出することにより，事故につながりやすい交通状態

を抽出する．たとえば，ETC2.0 データに記録され

た速度や車種などの特性が事故深刻度に及ぼす影響

を分析する． 

周辺車両の抽出条件の設定には，以下のトレード

オフがある．すなわちより事故発生時の交通流の状

況を正確に捉えるには，抽出条件を厳しく（短時間

または狭い区間に）しなくてはならないが，一方で

特に ETC2.0 データの普及率が低い地方では，時間

や空間を短く，狭く設定すると，十分なデータ数が

得られない，という問題が起こる． 

そこでこれらの設定条件について，いくつかの組

み合わせを算出して検討を行った．区間幅を 400m

とし，時間幅を 30 分，1 時間，1 時間 30 分，2 時

間の条件下で，周辺車両が 10台以上確保できた事故

件数を比較した．表 3.2 に比較結果を示す．同表よ

り，周辺車両を 10台以上確保できた事故件数が 100

件を超える時間幅の 2 時間を，抽出条件として採用

した． 

 

time 

kp 

下流 

当該 

上流 

領域D2i 

領域D1i 

領域D2i qi(j)算出 

qi(j)算出 

pi(j)算出 

事故 i発生時刻/位置 
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表 3.1 事故台数とカテゴリ定義 

 

 第 1当事者対象物の自動車台数 

0 台※1 1 台 2 台以上※2 

分類 深刻度 1 深刻度 2 深刻度 3 

※1：第 1当事者対象物が自動車以外の単独事故 

※2：多重事故は先頭事故のみを対象 

 

表 3.2 条件別周辺車両10台以上となる事故件数 

 

時間幅 
周辺車両が 10 台以上 

となる事故件数 

30分 10 

1 時間 38 

1 時間 30分 74 

2 時間 106 

 

事故有,70区間, 67% 事故無,34区間, 33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

図 3.3 対象区間の事故発生の有無割合 

51件

48件

7件

0 10 20 30 40 50 60

深刻度1

深刻度2

深刻度3
 

 

図 3.4 カテゴリ別事故件数 

 

6) 分析対象データ 

本研究では，NEXCO 西日本中国支社管轄エリア

内の山陽自動車道上り本線の廿日市 JCT～笠岡 IC 

の約 130km を対象に分析を行った．また，対象期

間は2015年4月～2015年12月の9か月間とした． 

事故データには，NEXCO 西日本中国支社管内の

高速道路上で発生した事故の発生日時，発生場所，

事故時の周辺状況など様々な項目が記録されている． 

既往研究 16)では，事故に影響する要因は，自由流

と渋滞流でそれぞれ異なると報告されている．事故

データに記録された“交通渋滞”を参照して，渋滞な

しの事故のみを抽出したところ，322件が得られた． 

これは，分析対象期間区間の全事故件数 351 件の約

9 割を占めており，渋滞流よりも自由流で発生した

事故のほうが圧倒的に多いことがわかる．以下では，

事故件数が多かった自由流の事故に着目する． 
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図 3.5 車種別交通量 

 

ETC2.0データは，利用者が少ない夜間やGPS電

波が受信できないトンネル内の取得率が低い可能性

がある．そこで，これらのデータが入手できる昼間 

（7 時～19 時），かつトンネル外で発生した事故を

対象とした．さらに，事故データには，先行車両の

事故に引き続いて発生する後続事故（2 台以上の車

両による多重事故等）も記録されている．こちらも

自由流の事故とは発生状況が異なるため，後続事故

と考えられる事故データを除去した．後続事故と扱

う時空間ウインドウは，全事故データからその発生

傾向を確認して，30分以内かつ0.5km以内とした，．

事故発生の分析では，上記条件を満たす 150 件の事

故を扱う．一方事故台数の分析では，周辺車両が 10

台以上確保できた106件の事故を対象に分析を行う． 

対象区間の事故発生の有無割合を図 3.3 に示す．

分析対象区間を 1km で区切り，トンネル区間を除く

と，104 区間となった．このうち事故が発生した区

間は 70 区間であった．事故規模別の事故件数を図

3.4 に示す．深刻度1＝単語区事故が 51 件，深刻度

2＝車 2 台が関係する事故が 48 件，深刻度 3＝車 3

台以上が関係する事故が 7 件となった．すなわち，

事故台数の多い事故は少ない傾向にある． 

分析対象区間に設置された全 16 台のトラカンデ

ータを用いる．トラカンデータには，日時，位置，

交通量（方向別，車種別）が記録される．本研究で

用いたトラカンデータは 1 時間単位で集計されてい

る，つまり，各交通量の単位は［台／時］である． 

対象トラカン全 16 台の 2015 年 4 月～12 月の時

間帯別平均交通量を図 3.5 に示す．時間帯により，

大型車以外の交通量の変化は大きいが，大型車の交

通量の変化は小さい．特に後者の通行については時

間帯により，交通状況が変化していることが分かる．  

ETC2.0データには 13種の様式が存在する．本研

究では，これらのうち 200m 間隔（機器によっては

100m 間隔）で速度などを記録した様式 1-2 と，加

速度が閾値を超えるときのみ加速度などを記録した

様式 1-4 を使用する．ETC2.0 データの種別と用途

により，本研究で定義した車種を表 3.3 に，2015 年 
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表 3.3 本研究の車種分類 

 

未使用 乗用 貨物 特殊 乗合 未定義

普通 ー 普通車 大型車 大型車 普通車 ー

小型 ー 小型車 小型車 小型車 ー ー

軽自動車 ー 軽自動車 軽自動車 軽自動車 ー ー

未定義 ー ー ー ー ー ー

用途

種

別

 

 

73.8% 17.7% 6.1%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通車 大型車 小型車 軽自動車

 

 

図 3.6 車種別データ割合 

 

 

 

図 3.7 2015年4月～12月の車種別速度分布 
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図 3.8 区間別速度平均効果量 
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図 3.9 区間別分散変化量 

4 月～12 月の車種別のデータ割合を図 3.6 に，それ

ぞれ示す．図 3.6 より小型車，軽自動車はそれぞれ

6.1％，2.4％に留まる一方で，大型車は 17.7％を占

めている．2015 年 4 月～12 月の車種別の速度分布

を図 3.7 に示す．同図より，大型車と全車両の速度

分布に違いがみられる．これは，大型車は運行管理

を目的 23)として，デジタルタコグラフを搭載してい

るためと考えられる．デジタルタコグラフは，車両

の運行速度・時間などを自動的に記録する運行記録

装置であり，運行会社はこの記録に基づいてドライ

バーの法定速度，休憩時間などの遵守を確認する．

貨物輸送やバス運行が大半を占める大型車は，時間

通りに目的地へ到着する必要があるため，法定速度

を超えないぎりぎりの速度を保ちながら走行する，

と想定される．したがって，一般車と大型車を比較

すると速度分布は異なると予想される． 

式(3.5)より算出した連続 2 区間の速度平均効果量

を図 3.8 に，式(3.7)より算出した連続 2 区間の速度

分散変化量を図 3.9に，それぞれ示す．図 3.8より，

効果量が 0.2 以上の区間は全体の 18.3％であった．

図 3.9より，分散変化量は，宮島SAや広島 IC付近

で特に大きいことが分かる．この辺りは対象区間の

中でも利用者が多く，混雑が発生しやすい．また，

走行速度の高い本線車両と，走行速度が比較的低い

宮島SAや広島ICを利用する車両が混在するためと

考えられる． 

NMF によるパターン数別の共役相関係数

（cophenetic）と残差平方和（rss）を図 3.10 に示

す．残差平方和（rss）の変曲点と，共役相関係数

（cophenetic）の極大点を踏まえて，NMFのパター

ン数は，K=9 とした．特徴行列T より，事故時の速

度分布パターンの特徴を図3.5に示す．図3.5より，

低速域にピークを持つパターンは，30km/h 台に速

度分布のピークを持つパターンと，60km/h 台に速

度分布のピークを持つパ 2 ターンであった．その他

は，80km/h台，90 km/h台，100 km/h台，110 km/h

台，120 km/h台，130 km/h台，130km/h台以上に，

それぞれ速度分布のピークを持つパターンが得られ

た．以上より，交通事故発生時の速度分布は交通状

況に応じて様々なパターンが存在することわかる． 

道路線形データには，10m間隔の緯度，経度，標

高が記録されている．このデータに基づいて，横断

線形siや縦断線形giを式(3-12)，(3-13)より算出した． 

 

 

3.4 事故発生モデルの推定結果 

事故発生モデルの推定結果を表-4に示す．モデル

1 は大型車の特徴を表す説明変数を含めて分析を行 
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表 3.4 事故発生モデルの推定結果 

説明変数 
モデル1 モデル2 モデル3 

Estimate Std.E Estimate Std.E Estimate Std.E 

交通量 -2.E-04  0.001 -3.E-04  0.001 ―  ― 

大型車交通量 -0.011  0.011 ―  ― ―  ― 

速度平均効果量_0.2以上ダミー 2.790 ** 1.271 2.661 ** 0.771 2.815 * 1.193 

速度分散変化量 -0.029 ** 0.010 -0.023 ** 0.008 -0.025 ** 0.009 

速度分散 0.005  0.009 4.E-04  0.006 ―  ― 

速度中央値 -0.277 ** 0.127 -0.040  0.053 -0.166 * 0.085 

大型車速度分散 0.012  0.017 ―  ― ―  ― 

大型車速度中央値 0.573 ** 0.233 ―  ― 0.407 * 0.167 

前後加速度件数 3.E-04  2.E-04 2.E-04  2.E-04 ―  ― 

左右加速度件数 0.005 . 0.003 0.003 ** 0.001 0.004 . 0.002 

横断線形 2.626  0.002 1.229  5.373 ―  ― 

縦断線形 0.171  5.956 0.055  0.214 ―  ― 

定数項 -19.290  0.251 3.976  7.948 -14.608  8.891 

初期尤度 -120.608 -120.608 -120.608 

最終尤度 -72.290 -77.514 -72.440 

AIC 170.579 175.028 156.881 

R2McFadden 0.401 0.357 0.399 

R2McFadden 自由度調整済み 0.301 0.282 0.358 

サンプル数 104 104 104 

**：1%有意 *：5%有意 .：10%有意 
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図 3.10 共役相関係数（cophenetic）と残差平方和

（rss） 
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図 3.11 事故時の速度分布パターンの特徴 

った結果である．自由度調整済みの疑似決定係数

（R2）は 0.301を示した．全車両の連続 2区間の速

度平均効果量が 0.2 以上となった場合を 1 とするダ

ミー変数，および大型車速度中央値は，それぞれ正

で有意となった．一方で，全車両の連続 2 区間の速

度分散変化量，ならびに速度中央値は，それぞれ負

で有意となった．モデル 2 は大型車の特徴を表す説

明変数を除いて，全車両の特徴を表す説明変数のみ

で分析を行った結果である． 

モデル2の自由度調整済みR2は0.282を示してお

り， AIC を比較するとモデル 1 の当てはまりが良

い．つまり，大型車の特徴を表す説明変数を含めて

分析を行った方が，データへの当てはまりは良い．

そこでモデル 1 の説明変数を用いて，ステップワイ

ズ法によりAICが最小となる説明変数の組合せを選

択し，分析を行った結果をモデル 3 に示す．自由度

調整済みR2は 0.358を示し，データへの当てはまり

は良好である．モデル 3では，モデル 1と同様に全

車両の連続 2 区間の速度平均効果量が 0.2 以上とな

った場合を 1 とするダミー変数，大型車速度中央値

はそれぞれ正，全車両の連続 2 区間の速度分散変化

量，速度中央値はそれぞれ負で有意となった．さら
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に，左右加速度件数が正で有意となった． 

AIC が最小のモデル 3より，全車両の連続 2区間

の速度平均効果量が 0.2 以上となった場合を 1 とす

るダミー変数，全車両の連続 2 区間の速度分散変化

量，速度中央値，大型車速度中央値，左右加速度件

数の 5 変数が，事故の発生に影響を与えていること

が明らかとなった．それぞれの説明変数の含意を考

察する．全車両の連続2区間の速度平均効果量が0.2

以上となる場合に事故発生が増加する状況は，上流

区間（1km）と対象区間（1km）の速度平均の変化

が大きいほど事故は発生することを表す．これは，

速度が変化することで車の密度が変化する状況を表

している．一方で全車両の連続 2 区間の速度分散変

化量のパラメータは負の値となった．つまり，上流

区間（1km）と対象区間（1km）の速度分散の変化

が小さいほど事故が発生しやすくなる． 

対象区間の上下流間で速度分散が変化しない状況

には，車間距離が空いている状況と，車間距離が詰

まった状態の 2 状態が考えらる．このパラメータが

負で有意ということは，これら 2 状態のいずれかが

上流～対象区間で類似している（継続している）状

況で事故が発生しやすいことを表している．速度中

央値のパラメータは負の値となった．つまり，全体

の速度が遅いほど事故が発生しやすい．この結果は，

一般に速度が速いと車間距離が広くなり，目の前で

起きる突発的な危険事象に対処できる余裕が生じる

ためと考えられる．大型車速度中央値のパラメータ

は正の値となり，全車両の速度中央値のパラメータ

と符号が逆となった．つまり，大型車の速度は速い

ほど事故は発生しやすい．これは，以下の状況をあ

らわすと考えられる．全車両の速度中央値が低くな

り，大型車速度中央値が高くなると，すべての車両

が同じような速度分布となる．しかし，大型車以外

の車両は，より高い速度を目標として走行すること

が多いため，大型車を追い越そうとして，事故が発

生しやすくなると考えられる．左右加速度件数のパ

ラメータは正の値となった．つまり，閾値を超える

左右加速度が多く観測されるほど事故は発生する．

なお左右加速度は閾値を超える件数で定義した点に

留意する必要がある．この値は急な車線変更の多さ

を表していると考えられるので，交通流の横断方向

の乱れが，事故発生を招くと思われる． 

 

3.5 事故台数モデルの推定結果 

式(3.2)による事故台数モデルの推定結果を表 3.5

に示す．各モデルは，ステップワイズ法によりAIC

が最小となる説明変数の組合せを選択した．説明変

数として，ETC2.0 から得た交通状況を表す変数と

して速度と加速度に加えて，事故状況，交通量，お

よび道路線形を加えてモデル推定を行った． 

モデル 1は，L1ノルムの速度分布乖離度を説明変

数に含めて分析を行った結果である．モデル 1 の自

由度調整済みR2は 0.095 を示した．また，速度分布

の乖離度，速度パターン，前後加速度件数，ヨー角

速度件数，ヨー角速度件数差分，時間帯ダミー，天

候ダミー，第 1 当事者車種ダミー，交通量，道路線

形，そして閾値が，それぞれ有意となった．モデル

2 は，L2ノルムの速度分布乖離度を説明変数に含め

て分析を行った結果である．自由度調整済み R2 は

0.079 を示した．モデル 2 では，モデル 1 と概ね同

様の変数が有意となった．モデル 3 は，ETC2.0 の

速度，加速度情報を除き，事故，交通量そして道路

線形に関する情報のみ，説明変数に含めて分析を行

った結果である．モデル 3 の自由度調整済み R2 は

0.022 に留まり，モデルの説明力は低い． 

自由度調整済み R2は，モデル 1 やモデル 2 の方

がモデル 3 よりも高い．すなわち，ETC2.0 による

速度や加速度を表す説明変数を含む方がデータへの

当てはまりが良く，これらの情報を含まないモデル

3 の当てはまりは悪い．この結果は，事故台数が交

通量や道路線形といった，交通状況を含まない変数

のみではうまく説明できないこと，すなわち道路線

形等だけでは説明できない事故台数に対する影響を，

速度や加速度の情報によって有意に補えることを

示している． 

ここからは，データの当てはまりのよかったモデ

ル 1について，1％と 5％で有意となった変数が示す

交通状況を，それぞれ考察する．速度に関する変数

では，事故時の下流区間との速度分布乖離度パラメ

ータが負の値となった一方で，通常時の速度分散は

正の値となった．なお下流とは事故発生地点よりも

前方を指している．また速度の集計対象時間帯は，

事故に先立つ時間帯に限定しているため，事故その

ものの影響が現れることはない．これらの定義を考

え合わせると，通常時は下流区間との速度分布が乖

離しているが，事故発生の直前では上下流間の速度

分布の乖離が小さい区間で，事故台数が多くなる傾

向にある． 

信号や交差点のない高速道路では，そもそも速度

分布乖離度が小さい区間が大半を占めることを念頭

に考えると，渋滞などを原因とする速度低下が起こ

っている区間が下流側にあり（速度分布乖離度が大

きい），その速度低下が上流側に延びる状況となった

とき（速度分布の乖離度が小さい）に起こる事故は，

より事故台数が多くなることを示している，と考え

られる． 
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表 3.5 事故台数モデルの推定結果 

説明変数 
L1ノルム L2ノルム ETC2.0データなし 

Estimate  Std.E Estimate  Std.E Estimate  Std.E 

速

度 

中央値 事故時 当該と下流    0.053 * 0.025    
分散 通常時 当該    -0.007 . 0.004    
分布乖離度 事故時 当該と下流 -1.942 * 0.875       

 通常時 当該と下流 7.096 * 3.123 821.649 * 356.235    
速度パターン 事故時 60km/h台 0.036 * 0.014 0.073 ** 0.021    

  120lkm/h

台 
0.086 ** 0.026 0.112 ** 0.032 

   

  130km/h台    -0.060 . 0.032    

  130km/h 台

以上 
-0.062 ** 0.020 -0.082 ** 0.023 

   

加

速

度 

件数_前後 通常時 当該 0.003 * 0.001 0.003 * 0.001    
件数_左右 通常時 当該 -0.032  0.021 -0.049 . 0.027    
件数差分_左

右 

通常時 当該-下流 
   -0.044  0.028 

   

件数_ヨー角 通常時 当該 0.059 ** 0.020 0.096 ** 0.031    
件数差分_ヨ

ー角 

事故時 当該-下流 
1.394 ** 0.521 2.176 ** 0.619 

   

 通常時 当該-下流 -0.006 . 0.003 -0.010 ** 0.003    

  上流-当該    -0.034  0.024    
事

故

状

況 

7時～10時   0.971 ** 0.372 1.028 * 0.408 0.561 . 0.063 

晴れ   0.633 * 0.284 0.483  0.305 0.279  0.245 

第1当事者車種_大型車（普通貨物） 
0.736 * 0.300 0.790 * 0.320 0.587 * 0.030 

交

通

量 

交通量   -0.001 ** 4.E-04 -0.002 ** 5.E-04 -2.E-04  4.E-01 

大型車交通量   
0.004 ** 0.002 0.005 * 0.002 0.001  0.303 

道

路

線

形 

横断線形   -84.384 . 45.923 -133.021 * 54.314 -29.796  0.473 

縦断線形   

-0.428 ** 0.124 -0.568 ** 0.144 -0.236 * 2.E-02 

閾

値 

1｜2   
-85.133 . 45.952 -131.425 * 54.758 -29.800  0.473 

 2｜3   -82.933 . 45.893 -129.042 * 54.676 -28.064  0.499 

初期尤度 -94.362 -94.362 -94.362 
最終尤度 -68.358 -63.875 -85.253 
AIC 174.716 177.750 188.506 
R2McFadden 0.276 0.323 0.097 
R2McFadden 自由度調整済み 0.095 0.079 0.022 
サンプル数 106 106 106 

**：1%有意 *：5%有意 .：10%有意 

 

事故時の速度分布のパターンは，60km/h 台と

の 120km/h 台の変数のパラメータが正の値とな

った．つまり，速度分布のピークが 60km/h 台と

120km/h 台のときに発生する事故台数は多い．一

方，事故速度分布のパターンが 130km/h 台以上

の変数のパラメータは，負の値となった．速度分

布のピークが 130km/h 台以上では周辺に車両が

いない状況が多く，他車両を巻き込む事故にはな

りにくいためと考えられる．  

ETC2.0 データにおいて加速度に関する変数は，

その常時観測に基づいて，閾値以上の大きな値

（異常値）が現れた場合のみ，データ上に残され

る．しがたってこれらの件数が多いことは，加速

度の乱れが多いことを表す．通常時の前後加速度

の件数とヨー角速度の件数のパラメータは正の

値となった．この結果は，普段から前後加速度や

ヨー角速度が多く記録される区間では事故台数

が多くなることを表しており，想定通りの結果で

ある．また，事故時の下流区間とのヨー角速度の

件数差分のパラメータは正の値となった．これは
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下流区間と比較して，横断方向の加速度の乱れが

多い区間では，事故台数が多くなることを表して

いる． 

事故状況に関する変数では，7 時から 10 時を 1

としたダミー変数のパラメータは正の値となり，

この時間帯に発生する事故台数は多い．これは，

通勤ラッシュで交通量が多く，一部に急いでいる

車が含まれるためと考えられる．天候が晴れのダ

ミー変数のパラメータは正の値となり，晴れてい

るときに発生する事故台数は大きい傾向となっ

た．この傾向は，たとえば事故発生に関する潜在

的ハザードを考慮すると，通常の想定に反する結

果だが，以下の傾向を示していると考えられる．

すなわち，雨など天候が良くない場合は視界不良

となって運転が慎重になるため，いったん事故が

発生しても事故台数が少なくなると思われる．第

1 当事者車種が大型車を 1 としたダミー変数のパ

ラメータは正の値となった．これは，大型車が第

1 当事者車種の事故は衝突エネルギーが大きく，

関連する台数の多い事故に発展しやすいためと

考えられる． 

交通量に関する変数に着目する．交通量のパラ

メータは負の値となり，大型車交通量は正の値と

なった．つまり交通量が少なく，大型車の割合が

大きいほど，事故台数は多くなる．道路線形に関

する変数では，縦断線形の変数のパラメータは負

の値となり，下り坂で発生した事故は，事故台数

は多いことが分かった． 
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第４章 観光地のトラベルコスト評価 

 

4.1 研究の狙いと対象地域 
 

観光地のトラベルコスト評価は，モバイル空間

統計などの交通ビッグデータを利用して，入れ込

み地ベースで出発地を考慮しつつ，地域魅力度を

定量的に算出することを目的として実施してい

る．このため，モバイル空間統計が入手できる

2014 年以降の最近で，高速道路アクセスが改善し

た地域を選定することが望ましい．そこで本研究

では，大分市～宮崎市間の東九州道が 2015 年 3

月に開通し，また延岡市～高千穂町間の自動車専

用道路も順次開通している点から，分析対象地域

を宮崎県延岡市と高千穂町を対象地域として選

定する（図 4.1）． 

観光施設の立地特性と日別・時間帯別の集客量

を分析する．特に域内の高速道路からの交通アク

セスと集客量に着目する．まず，使用したデータ

を示し，次に，集客量の変化を確認する． 

 

 

4.2 データの概要 
 

1) モバイル空間統計 

モバイル空間統計 11)とはドコモの携帯電話ネ

ットワークの仕組みを利用した人口の統計情報

で，日本全国において 1 時間毎の性別・年代別，

居住地域別 

の人口分布，また訪日外国人の場合は国別の人

口分布を 365 日 24 時間把握することが可能であ

る．このデータはプライバシー保護の観点から，

携帯電話の持つ個人情報を除去する「非識別化処 

表 4.1 データ概要 

 
開通前年 開通年 開通翌年 

対象 

期間 

繁忙期 2014 年 8月 2015年8月 2016 年 8 月 

閑散期 

2015 年 1月

13 日～ 

2 月 12 日 

2016年1月

12 日～2 月

11 日 

2017 年 1 月

10 日～2 月 9

日 

出発地情報 市町村単位 

到着エリア 3 次メッシュ単位 

総流動数 360,902,615 

 

理」を施し，性別や年代別などの属性別に携帯電

話の台数を数えドコモの携帯電話の普及率を加

味することで母集団への拡大を行う「集計処理」

を行った後，再びプライバシー保護の観点から個

人の特定を防ぐため，少人数エリアの数値を除去，

もしくは丸めこみを行う「秘匿処理」の 3 段階を

経て作成されている．  

本研究で使用するデータ項目を表 4.1 に示す．

夏季における期間を繁忙期，冬季を閑散期と置く．

対象期間は，「開通前年」「開通年」「開通翌年」

が対象となる 3 年間のデータを対象としている．

データは前述した処理を経ており，1 時間毎の滞

在人口から 1 時間毎の人口流動が把握できる．な

お，起点は携帯電話の契約者の市町村で記録され

ており，終点は当該時間における滞在場所を 1km

メッシュ単位で記録したものとなっている．日別

時間帯別に集計した結果を図 4.2～図 4.4 に示す． 

本研究で用いるデータの特性として来訪者が

同一メッシュに数時間滞在する際には複数回移

動したように記録されてしまう点，市町村境のメ

ッシュに居住する住人が隣接する市町村に訪問

していないにも関わらず来訪者としてカウント

されてしまう．また 1 時間以上の滞在において，

複数回の移動があれば，ダブルカウントされる点

にも注意が必要である． 

モバイル空間統計データは，個人を特定できな

いようにするため，出発地は市町村単位，着地は

3 次メッシュ単位で公開されている．本研究はア

クセス性と観光施設の関係を確認するものであ

るが，着地に着目することで 3 次メッシュ単位で

より詳細に関係性を確認できる．そのため来訪者

に着目した分析を行う．ただし，同データを用い

て来訪者の分析を行うためには，記録されている

データの出発地の分布について，注意を払う必要

がある． 

図 4.5 はあるメッシュにおける流動について 

図 4.1 対象地域と東九州自動車道 
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図 4.2 開通前年の日別来訪者 

図 4.3 開通年の日別来訪者 

図 4.4 開通翌年の日別来訪者 

図 4.5 あるメッシュの来訪者数（左：加工前，右，加

工後） 
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元データより作成した来訪者数の時間ごとの推

移である．この図 4.4 の左では深夜時間帯にも関

わらず 1,000 人前後の来訪者の存在が示されてい

るが，このメッシュの宿泊施設ではこの人数を処

理できないことがわかっているため居住者が来

訪者として計測されている可能性がある．この原

因として，隣接市町村の居住者が来訪者としてカ

ウントされていることが考えられる．したがって，

当該市町村の来訪者，複数の市町村を含むメッシ

ュにおける隣接市町村からの流動を消去する処

理を施す．同一のメッシュにおける処理後の来訪

者の時間推移を図 4.4 の右に示す．これを見ると，

深夜時間帯の来訪者数が大幅に減少しており， 

当該メッシュの来訪者数の実態におおむね近づ

いたと考えられる． 

 

2) 交通サービス水準 

対象地域内の 3 次メッシュレベルの交通サービ

ス水準は，NITAS(National Integrated Transport 

Analysis System)46)はシステムによって算出した．

NITAS は，道路，鉄道，航空，船舶の各交通機関

を組み合わせて総合的に交通体系の分析を行う

ことができるシステムである．複数の起点から複

数の終点間の経路探索が可能で，費用や所要時間

が最小となる経路や分布を可視化することがで

きる．全国から地方レベルの課題に対応して，交

通ネットワークの現状や整備効果を視覚的・定量

的に表現することが可能である． 

全国幹線旅客純流動調査 13)は，幹線交通機関に

おける旅客流動の実態を定量的かつ網羅的に把

握することを目的とした調査である．幹線交通機

関の輸送実績を整理する他の流動調査とは異な

り，個々の旅客に着目することでその旅行行動全

体を捉えており，出発地・目的地，旅行目的や旅

客属性が把握できることが特色である．起点終点

が同一県内の移動については集計されていない

ため，注意が必要である． 

本研究は高速道路の開通による流動の変化の

分析を目的としたものであるが，モバイル空間統

計はすべての移動手段を合計した流動である．そ

こで， 2010 年に実施された幹線純旅客流動の調

査における 207 生活圏間の交通手段別流動データ

から自動車利用比率を算出し，自動車による来訪

者数を算出する．なお，幹線純旅客流動調査デー

タには県内の流動が含まれていないため，県内の

流動における自動車利用比率は次節で述べる集

計ロジットモデルを構築し算出する．以下，来訪

者数は自動車数による来訪者とする． 

 総旅行費用の算出にあたり必要となるメッシ

ュ間の自動車による移動費用等は，NITAS におい

て起点を各市町村の役所，終点を対象 3 次メッシ 

表 4.2 推定式の結果 

係数 推定値 P 値 

β1 -7.554×10-5 0.0006 

β2 1.7643 2.9661×10-42 

β3 -0.95116 0.0057 

調整済み R2値：0.836 

 

ュとして距離，所要時間，総費用，一般化費用の

算出を行った．なお，四国からの移動はフェリー

を手段とするものも多いと考えられるため，一般

化費用の算出においてフェリーを考慮した.幹線

純旅客流動調査データでは，起終点が同一県内の

移動については集計されていない．そこで，県内

間の移動における自動車の選択確率は，集計ロジ

ットモデルを構築して算出することにした．また，

東九州自動車道開通により目的地までのアクセ

ス性向上が考えられる．そこで本研究では総合交

通分析システム(NITAS)を用い，新たな IC 開設に

伴うアクセス時間の変化について全メッシュを

対象に算出を行った． 

モデルの推定には対象の地域が含まれる九州

圏内の 2010 年における幹線純旅客流動調査デー

タを用いた．九州内の流動のみを対象としたため，

自動車，バス，鉄道の 3 肢選択問題としてモデル

を構築した． 

仮定した効用関数は以下のとおりである．表 

4.2 に推定結果を示すが，旅行費用のパラメータ

が有意な負値をとっており，妥当なモデルである

といえる．また，自動車ダミーが有意な正値をと

っており，交通機関は自動車が選択されやすいこ

とがわかる. 

なお，前節で述べたように県をまたぐ流動にお

ける自動車選択比率は，分析対象である東九州道

開通前の 2010 年における幹線純旅客流動調査デ

ータを用いており，開通後の実態に即していない

可能性がある．全流動に対して，東九州道開通後

の一般化費用を推定した集計ロジットモデルの

式(4.1)に代入することにより，自動車選択確率を

更新することも考えられるが，以下では簡単のた

め，選択確率は更新前のデータとは大きく異なら

ないものとしてそのまま用いることとした．東九

州道開通にあたる 2015 年の幹線純旅客流動調査

データは現時点では公開されていないが，推定し

たモデルを用いることで，適切な自動車選択比率

を算出できる． 
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3) 施設立地関連データ 

テレポイントデータ 47)は電話帳データシステ

ムに対応し，緯度経度のデータが追加されてい

るデータベースであり，業種コードによって施

設の種類が分類されている．本研究では高速道

路開通により来訪者数の変化がある可能性のあ

る 1)工業施設，2)飲食店，3)観光施設，4)観光施

設，5)宿泊施設，6)小売店の機関に施設を分類し，

メッシュごとの施設数を算出した．また，同一

施設であっても回線を複数持っている施設があ

る場合は，その中で代表となる施設のみ抽出し，

ダブルカウントにならないように配慮した． 

宿泊施設データ，および駐車場データは，テレ

ポイントデータに記載されていない情報を補完

する目的で収集した．宿泊施設データは施設名，

住所等が記載されているほか，客室数，最大収

容客数，駐車場データの情報が得られる．この

データにより，各メッシュの可能収容客数の把

握ができる．駐車場データは時間貸し駐車場，

ホテル駐車場，大型小売店駐車場，公営駐車場

情報があり，これらの緯度経度データから三次

メッシュへ変換した後，宮崎県の延岡・高千穂

の対象エリアの情報を抽出した． 

4) 時系列分析のためのデータ加工 

モバイル空間統計から得られる着地別の滞在

者人口に関して，時系列分析によるモデル適合度

の改善を図るために，各対象メッシュにおける集

客施設数，曜日，アクセス時間，駐車場台数，宿

泊施設詳細情報や，そして 1 日前および 7 日前の

来訪者数のデータセットを用意する必要がある．

以下の分析では，膨大なサンプル数を有するモバ

イル空間統計を，Visual Studio を用いて Python に

よるプログラムを構築した．具体的には，メッシ

ュごとの 1 か月間の来訪者数，1 日前及び 1 週間

前の来訪者数，詳細情報が羅列されたものを延

岡・高千穂に分割し，データセットを作成した． 

 

4.3 メッシュ別滞在者に関する時系列分析 

高速道路開通による流動変化の時系列分析を行う．

まず東九州自動車道開通前後のデータから来訪者数

を単純集計したのち，対象のメッシュから無作為に

いくつかのメッシュを抽出し，来訪者数の推移を把

握する．次にGISを用い，施設数の増減を把握する．

最後に，時系列変動や施設数，アクセス時間を考慮

に入れた重回帰分析により，時間ごとの来訪者数の

変動を捉える． 

 

1) 分析時刻の決定 

時間ごとに来訪者数を算出することによって，累

積人数を用いることによるダブルカウントを無くす

ことができる．今回の分析では昼夜間の来訪者の行

動を分析するために，着目する時刻を検討する．全

対象メッシュから観光地や重要拠点が存在するメッ

シュを無作為に 4 つ選び，一日の来訪者数の推移を

把握する．4 つのメッシュの一か月の来訪者数を平

均し，時間ごとにプロットした結果を図 4.6に示す．

同図より，道の駅高千穂は 13:00 に再び来訪者数が

増加しているものの，他のメッシュは 11:00 を境に 

図 4.6 開通翌年の日別来訪者 
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減少傾向にある．これを考慮して，今回の研究では

昼間の分析時間を 11:00 とし，夜間の分析時間を比

較的流動が落ち着いている 2:00 と設定し，分析を行

う． 

 

2)  高速道路開通前後の来訪者数の分析 

来訪者の行動に影響を及ぼす主な要因として，高速

道路の最寄り IC から周辺施設や観光地等とのアク

セス性が挙げられる．本節では対象エリアでの高速

道路開通前後の施設数や施設分類毎の変化を分析す

ると同時に，来訪者数の推移を把握する． 

高速道路開通による来訪者数の差を分析する．図 

4.7 の集計結果からは，地図内のエリアに居住地登

録されているサンプルを除去しており，純粋に域外

からの来訪者数を表している．また上述の検討結果

に基づいて，一日の中で最も来訪者数の多い 11:00

のデータを用いている．来訪者の動向の推移が把握

できるよう，左上に開通前後の，右下に開通翌年と

開通の来訪者数の差を，それぞれ示している．開通

前後の来訪者の差より，全体的に来訪者は増加傾向

にあり，特に延岡の中心市街地の増加が多いことが

わかる．開通翌年と開通年では，開通前後と比べる

とその差は小さくなっているが，依然として延岡の

中心市街地は増加しており，東九州道開通による延

岡へのアクセス向上によるものと推測される．一方

で高速道路の IC から距離のある観光都市高千穂で

は，来訪者数はほとんど変化していない． 

 

3) 高速道路開通前後の施設数の変化 

本研究では，域外からの来訪者が訪問する可能性

のある施設として，観光地や飲食店・宿泊施設だけ

でなく，百貨店等の小売店，延岡の中心産業である

工業施設の 5 施設に着目して，分析を行った．施設

はテレポイントデータに記載されている業種コード

に基づいて分類をした．また，宿泊施設に関しては

テレポイントデータに記載されていない施設があり， 

開通年と翌年の差 

開通前後の差 

図 4.7 来訪者数の変化（左上：開通前後，右下：開通翌年―開通年） 
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図 4.8 施設数の変化（左上：開通前後，右下：開通翌年―開通年） 

 施設分類  

宿泊  工業  飲食  観光  小売  

15 -14  12  -17  -15  -1  -75  

16-15  0  -21  -17  1  -39  

合計  12  -38  -32  0  -114  

14 比  15 .0％  -5 .5％  -5 .2％  0％  -7 .2％  

 

表 4.3  業種別施設数変化 
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その施設に関しては別途宿泊施設データの情報を追

加し，集計した結果を図 4.8に示す．同図において，

左上は高速道路開通前後の施設数の差．右下は開通

翌年と開通年の施設数の差であり，赤の実線は東九

州自動車道を示している．同図より，高速道路が開 

通したにもかかわらず，全体的に施設数は減少傾向

にあることがわかる．しかしながら延岡の市街地や

高速道路沿線にある施設は微増していることが分か

った． 

次に，施設分類毎の開通前後の差を表 4.3 に示し

た．宿泊施設・観光地を除いて，全ての施設が減少

していた．とりわけ，小売店の減少件数が他と比べ

て大きいが，対 2014 年比では，他の施設とさほど

変わりのない減少率を示している，つまり減少数が

多いのは，そもそも 2014 年の小売店数が多いため

と考えられる． 

以上の結果より，開通前後で宿泊施設が増加し，

他の施設が減少していることが把握できた． 

 

4) 来訪者数の空間分布の分析 

本節ではメッシュ毎の来訪者数と集客に影響する

要因との関係性を，時系列モデルにより分析をする．

従属変数は 2014年から 2016年の 8月の来訪者のデ

ータである．説明変数は土日祝日の情報，来訪者に

影響を与える可能性のある施設数，アクセス時間，

駐車場件数の合計，宿泊施設の詳細データである客

室数と最大客室数，時間貸し駐車場，ホテル駐車場，

大型小売店駐車場，公営駐車場の各々の駐車場を合

計した駐車場の台数とした．さらに，観測日の 1 日

前，あるいは 7 日前の来訪者データを説明変数に加

えた 2 種類のモデル（以下ではそれぞれ AR-1，AR-7

と記す）を構築した．過去の来訪者数を以上のよう 

表 4.5  高千穂来訪者の重回帰分析の結果 

表 4.4  延岡来訪者の重回帰分析の結果 
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に設定した理由は，日あるいは週単位で来訪者の流

動傾向に周期性があることを確認するためである．

モデルはそれぞれの都市における全メッシュの来訪

者の時系列データを被説明変数として，ステップワ

イズ法を用いて推定を行った． 

8 月の 11:00，2:00 の延岡・高千穂の推定結果を

表 4.4～4.7 に示す．表 4.4，表 4.5 は，当該メッシ

ュに居住しているデータを除去した結果を，表 4.5，

表 4.6 は，対象地の居住者を含む全てのデータを使

用した結果である．総じて R2 値が 0.97 を越え，モ

デルの適合度が非常に高い値を示した．推定された

全ての標準化係数の値に注目すると，来訪者の行動

には前日，あるいは 1 週間前の来訪者数の影響が大

きいことが分かった． 

表 4.4 に着目すると，AR-1，7 ともに休日の非標

準化係数が，有意な負の値を示している．すなわち

延岡では，平日よりも休日の来街者数が少ない傾向

が確認できた．また小売店が有意な正の値をとって

おり，来訪者の目的地となっていることがわかった．

11:00 の結果では，AR-1，7 ともに宿泊施設が有意

な負値を取っていた．これは，延岡は日帰りあるい

は通過する人が多いためと考えられる．2:00 の結果

では AR-7 で駐車場合計が有意な正値をとることが

確認された．ただし，夜間の滞在施設として駐車場

が現れる理由は不明である．一方で，観光地は有意

な負の値をとり，夜間に来訪者が増加する施設では

ないことが明らかとなった． 

表 4.5 に着目すると，AR-1，7 ともに宿泊施設が

有意な正値をとることが分かった．また，昼間 11:00

の推定結果の中で観光地を見ると，AR-1，7 ともに 

表 4.7  高千穂来訪者の重回帰分析の結果（居住者を含む） 

表 4.6  延岡来訪者の重回帰分析の結果（居住者を含む） 
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有意な正値を取っている．これは訪問者が観光関連

施設を訪問していることを示しており，妥当な結果

が得られた． 

居住者を除去した場合のモデル：表 4.4，表 4.5

と居住者を含む場合のモデル：表 4.6，表 4.7 は，

概ね同様の推定結果となることが明らかとなった，

以上のより，当該地の居住者と来訪者の滞在地店分

布は，おおむね，等しいことが分かった． 

 

4.4 トラベルコストによる道路ストック効果 

本節では，観光地における宿泊の有無または滞在

時間を考慮して，トラベルコスト評価による道路の

ストック効果を計測する． 

本分析では，ストック効果を旅行費用として，宿

泊の有無に着目して算出する．旅行費用は，来訪者

数と一般化費用の積で定義されるもので，対象とす

る目的地が旅行費用を払ってでも来訪する価値があ

るとの想定によって，目的地の魅力度を定量的に表

す指標である．これまでに分析に倣って，宿泊の有

無は，時間帯を限定することで考慮する．すなわち，

2 時の滞在者数から宿泊有の旅行費用を，11 時の滞

在者数から，宿泊無の旅行費用を算出した．図 4.9

に宿泊有の旅行費用をまとめた結果を示す．高千穂

町，延岡市ともに，それぞれの中心地である集客施

設の多いメッシュでの旅行費用は大きくなっている．

高千穂町は延岡市の中心地に比べて施設が集中して

いるため，旅行費用の大きなメッシュの広がりが小

さい．図 4.10 に宿泊有の旅行費用の増減をまとめ

結果を示す．開通年（2015 年）から開通翌年（2016

年）にかけて延岡市では総旅行費用の増加している

メッシュが多く見られた．増加メッシュ数は限られ

るものの，高千穂町でも同様の結果が得られた． 

図 4.9 宿泊有の旅行費用（2:00 滞在者） 

図 4.9 宿泊有の旅行費用分布 

2015 年：開通年 

図 4.10 宿泊有の旅行費用の増減 

（2:00 滞在者） 

2016 年／2015 年 

2015 年／2014 年 2014 年：開通前年 
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図 4.11 は宿泊無の旅行費用の変化をまとめた結

果である．宿泊有と同様，中心となる集客施設の多

いメッシュで，旅行費用が高い．また昼間の方が，

旅行費用の空間的な分布が広くなっており，滞在者

がより広い範囲に分散していることがわかる．図 

4.12は宿泊無の宿泊有の旅行費用の増減をまとめた

結果である．宿泊有に比べて，トラベルコストが増

加しているメッシュ数は少ない．しかし高千穂町で

は，中心部以外のメッシュへの来街者が多く，これ

らの場所への集客が多くなる傾向が見れた． 

対象地域においてメッシュ単位でトラベルコスト

を算出した結果，開通年から開通翌年にかけて，延

岡市で宿泊者のトラベルコストが増加したメッシュ

は多くなっており，東九州道の開通によって一定の

影響があったと考えられる．一方で日中滞在者のト

ラベルコストが増加するケースは少なく，開通の影

響はあまり大きくない．他方で高千穂町に関しては，

宿泊によるトラベルコストの増加は小さい一方で，

日中の来訪者のトラベルコストの増加が，対象地域

の中心部以外のメッシュで見られることが明らかと

なった． 

 

 

 

 

図 4.11 日中滞在者の旅行費用（11:00 滞在者） 

図 4.12 日中滞在者の旅行費用 

の増減（11:00 滞在者） 

2014 年：開通前年 

2015 年：開通年 

2016 年：開通翌年 

2015 年／2014 年 

2016 年／2015 年 
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第５章 工業団地地価のヘドニック分析 

 

5.1 研究の狙い 
 

本テーマでは，高速道路アクセスと工業団地地

価の関係を明らかにすること，ならびに，モバイ

ル空間統計などの交通ビッグデータから得られ

る工業団地別の取引の特性指標が地価に及ぼす

影響を明らかにするため，工業団地の地価と，そ

の特性を表すデータベースを作成して，ヘドニッ

クモデルの推定を試みる． 

前年度までに開発したヘドニックモデルでは，

モバイル空間統計から得られる流動から，工業団

地内への通勤者と取引者の分離を行う必要があ

ることが明らかとなっていた．ただしこの分離作

業を，工業団地に到着する時刻をもとに行う手順

をとったところ，多数の流動パターンが混在する

ことにより，良好な分析結果が得られないという

課題があった．そこで，取引パターンを合理的に

分類する方法を検討し，携帯ビッグデータをヘド

ニック分析において活用する方法を検討する． 

 

5.2 対象地域とデータベースの構築 

1) 工業団地データと高速道路アクセス 

対象地域は，産業用地ガイドに掲載されている

工業団地とした．産業用地ガイドは，一般財団法

人日本立地センターが毎年発行しており，産業用

地情報の提供を行っている．本研究では2015年版

の産業用地ガイドを対象とした．産業用地ガイド

に含まれている情報は，表 5.1の通りである． 

産業用地ガイドには775の産業用地が掲載され

ているが，これらの産業用地には製造業や工場団

地・流通団地のみでなく，オフィス・店舗を対象

施設に含む用地も存在する．そこで純粋に工業団

地と流通団地を抽出するために，「対象施設」に

「製造業｜工場｜流通施設」を含み，かつ「オフ

ィス｜店舗」を含まないという条件で，対象を抽

出した．オフィス・店舗を含む用地を除外した理

由としては，純粋な工業地とは傾向が違うニュー

タウンのような複合的な大規模開発地を排除す

ることで，純粋に工業地における影響を取り出す

ためである．また譲渡単価には造成後価格と素地

価格の2種類があるが，造成後価格で分譲されて

いる工業団地の方が圧倒的に多いことから，譲渡

単価は造成後価格になっているものに限定する．

以上の絞り込みの結果，今回の工業地の定義に合

致し，分析対象としたサンプル数は486となった． 

 

 

表5.1 産業用地ガイド掲載項目 

 

項目 掲載内容 備考 

1 
産業団地・用地

名 
― 

2 所在地 ― 

3 事業主体 ― 

4 面積 全体計画，分譲対象，分譲可能 

5 施設対象 ― 

6 交通アクセス 道路，鉄道，空港，港湾 

7 
都市計画法の

用途地域 
― 

8 用水 
工業用水，上水道，地下水の給

水量 

9 排水 
下水道接続の有無，企業内処理

の要否 

10 電力 高圧，特別高圧，変電所距離 

11 ガス ― 

12 譲渡単価 ― 

13 賃貸区分 ― 

14 連絡先 ― 

 

表 5.2 モバイル空間統計の属性情報 

カラム名 内容 備考 

Date 日付 YYYYMMDD 

day_of_week 曜日 11:月,12:火,13:水,14:

木,15:金,16:土,17:日 

time 時間 HHMM ※MM=00 

area エリア 3 次メッシュ（1km メッ

シュ）:8 桁 

residence 居住地 市区町村コード:5 桁 

age 年齢 区別なし 

gender 性別 区別なし 

population 人口 調査実数 

 
 

2) 高速道路アクセス・取引特性データ 

ヘドニックモデルの入力変数として，詳細な地

点別の高速道路アクセスデータベースを作成す 
る．産業用地ガイドの情報を基に，工業団地別に

最寄りICまでの距離を整理した． 

工業団地に関する取引特性を表すデータとして，

本分析ではモバイル空間統計データを用いる．同 
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データは，日本全国において，1時間ごとの人口

分布の時間変動を観測することができ，その特徴

において，紙ベースのアンケート調査で行われて

いるこれまでのパーソントリップ調査を代替す

る手法としても期待されている．この仕組みや課

題といった詳細については新階ら10)の記事に詳し

くまとめられている．得られる情報を，表5.2にま

とめて示す． 

 

5.3 分析手法 

1) 通勤と取引の分離方法 

工業団地（が存在する同一3次メッシュ内）へ

の通勤と工業団地との取引の量（以降，交流量と

呼ぶ）を分離するため，ODペア毎の曜日時間帯最

小値を通勤と仮定し，式（5.1）で分離した．なお，

ここでOはモバイル空間統計の居住地を，Dは3次

メッシュに紐づけた工業団地を示す． 

 
   (5.1) 

 

𝑃𝑂𝑃：交流量，𝑝𝑜𝑝：滞在人口（モバ空）, 

𝑖：O（契約地）,𝑗：D（工業団地）,𝑥：滞在人口, 

𝑚：月,𝑑：平日,w：曜日,ℎ：時刻（1時間帯） 

 

2) 取引パターンの分類 

NMF48)を用いて時間帯に着目した工業団地の

パターン分類を行う．NMFは，非負値行列から統

計的に特徴のある パターンを抽出する多変量解

析手法の1つである．NMFのイメージを図5.1に示

す．Xはインプットデータ行列，Tはパターンの特

徴を示す特徴行列，Vはパターンの重みを示す重

み行列である．データ行列を図のように配置する

ことによって，パターンの特徴は時間軸方向の特

性を表す内容に限定される．一方で空間軸方向は，

ODを区別せずに列方向に配置すること井によっ

て，時間パターンのOD別負荷量として，重み行列

を算出できる．なおこの配置をとることによって，

ODベースではゼロ値が大変多くあらわれる疎行

列となるデータベースからも，有効な時間分布パ

ターンが抽出できる． 

祝日や休日の影響を除くため，5月，8月，11月

で祝日（お盆含む）がない1週間（各月の第3週が

該当）を分析対象とした．月別のパターンを算出

するため，月別にインプットデータ行列を作成し，

曜日と時刻に関する主要なパターンへ分類した． 

 

3) ハーフィンダール・ハーシュマン指標 

取引先の多様性は工業地の需要の高さを表し

ているという仮説のもと，多様性を表す指標とし

てハーフィンダール・ハーシュマン指標 (HH指標

／HHI) 49)を導入した．HH指標は，元来は市場の

集中度を測る指標として登場したため主に経

済・金融分野で使われていて，市場占有率 (シェ

ア) の2乗和によって定義される．たとえば10社が

10% ずつシ ェア を分 け合 って いる 場合は 

 となり，各企業のシェアの格差が

大きく，また市場に参加する企業数が少ないほど，

HH指標は1に近づいていく． 

本分析では，NMFから得られたパターンのうち，

特に特徴的な時間分布を表すパターンごとに，取

引先の多様性指標を式（5.2）で作成する．得られ

た指標を用いて，工業団地のパターン別取引先の

多様性が地価へ及ぼす影響を確認する． 

 

  (5.2) 

 

ここでvkijは，工業団地iと交流先jにおける，パタ

ーンkの重みを表す指標である． 

 

4) ヘドニックモデル 

工業団地の単位面積当たり造成後価格を譲渡

価格とみなして，回帰モデルの推定を行う． 

  1

,

,

log u

HH

f 


















指標パターン別

事業主体民間ダミー

交通アクセス

譲渡価格
(5.3) 

 

図 5.1 NMF 入力データとパターン・重みの例 
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5.4 ヘドニック分析の結果 

1) NMFによる取引パターンの分類結果 

NMFでは，分析者がパターン数Kを設定する必

要がある．本研究では，パターンの安定性の尺度

としてBrunetrtら 44) が提案した共役相関係数

（cophenetic）が減少し始めるKを参照して，K=6

とした．  

特徴行列から得られるパターンの表5.3に，月別

パターン別のcos類似度を表 1.15に，それぞれ示

す．3か月での全出現パターンのうち，cos類似度

0.9以上は，「5月と8月のパターン1」，「5月と8月の

パターン3」，「5月と8月のパターン4と11月のパタ

ーン4」，「5月と8月のパターン6と11月のパターン

5」であった．以上より，工業団地への流入交通 

図 5.2 月別 Cophentic とパターン数（左：5 月，真ん中，8 月，右：11 月） 

12gatu ) 

 

表 5.4 パターン間の cos 類似度 

12gatu ) 

 

表 5.3 月別パターンの特徴 

12gatu ) 
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量の時間分布パターンは，月別に異なる特徴を示

すことが明らかとなった． 

本研究では2015年5月，8月，11月のモバイル空

間統計を入手したが，全体傾向として類似パター

ンが多かった5月と8月のデータを対象に分析を

行う．なお，産業用地ガイドに掲載されている用

地とモバイル空間統計の対応をとり，さらに産業

用地ガイドに掲載されている用地との対応がと

れた工業団地数は最終的に412となった． 

 

2) ヘドニック分析の結果 

推定結果を表5.5に示す．モデルの適合度を表す

決定係数は0.24程度で，あまり高くない．ただし

既往研究で報告されている値とは同程度であり，

一定の精度を有する結果が得られたと思われる． 

距離指標の中で，最寄高速道路距離のみが負で

有意となり，高速道路アクセスが工業団地地価に

対して正の効果を持つことが確認できた．なお事

業主体が民間の場合は，10％程度の有意水準では

あるが，地価が高くなる傾向がみられた． 

HH_01は日中/月火にピークをもつパターンの

取引先の空間的な多様性指標，HH_03は夜間にピ

ークをもつパターンの取引先の空間的な多様性

指標，HH_04は日中/木金にピークをもつパターン

の取引先の空間的な多様性指標，HH_06は週末

（金）にピークをもつパターンの取引先の空間的

な多様性指標である．パターン別の取引の多様性

のうち，HH_03とHH_06が負で有意となった．す

なわち，夜間や週末にHH指標が小さい，つまり取

引先に多様性がある工業団地の地価が高いとい

う結果が得られた．これは広域的な生産活動の調

整に際して，夜間や週末といった，相手先の生産

活動の特性に合わせた物流や生産調整が可能な

工業団地ほど，地価が高いことを表している．以

上の結果より，特に高速道路アクセスが工業団地

地価に対して有意な影響を及ぼしていること，な

らびに取引先の多様性の中でも，夜間と週末に取

引先が多様な工業団地の方が，地価が高くなる傾

向が明らかとなった． 

表 5.5 ヘドニックモデルの推定結果 

12gatu ) 
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第６章 統計手法による道路ストック効果の検証 

 

6.1 本テーマの狙い  

前章までの分析では，近年注目されることの多

い交通ビッグデータの中でも，ETC2.0 とモバイル

空間統計に着目して，それらを用いたインフラの

ストック効果を計測する手法の開発を行った．中

間評価での指摘を受けて，各手法がストック効果

計測の全体フレームの中でどの部分に対応する

かについては，7.2 において整理を試みる．一方

で，社会基盤ストック効果全体の再構築を掲げた

以上，既存のストック効果計測手法が存在する中

で，一連の提案手法の狙いや価値を明確に位置付

けることはできていないとの指摘を受けた．この

点に関しては，本課題を追加して対応する． 

この指摘に対する研究代表者の対応方針は，以

下のとおりである：既存の費用便益手法が理想的

な仮定に基づく演繹的な手法となっているのに

対して，実社会を細かくモニタリングできる統計

データが入手できるようになった今日では，新し

いデータに基づく新しい手法の開発が必要であ

る．すなわち，モデルの仮定に立脚した将来予測

手法と並んで，過去を振り返って便益の発現状況

を検証できる方法が重要，との立場に立っている．

本章の提案手法は，いまのところはビッグデータ

を直接組み込んだ手法とはなっていないが，今後

交通や土地利用に関するビッグデータを組み込

む余地は大きい．既存手法との違いは，本テーマ

に関する成果を述べたのちに振り返ることとし

て，まずはストック効果の検証につながるモデル

システムと，その背景を概観する． 

冒頭に提示した社会基盤整備の意思決定は，伝

統的に費用便益分析に基づいて行われてきた．費

用便益分析は，現在の費用便益マニュアルで標準

化されている便益発生側での計測手法において

も，近年実用的な計算手法の開発が進められてき

た空間的な便益帰着側に着目した計測手法（応用

空間一般均衡分析）においても，同一のロジック

の上に組み立てられている，すなわち，経済学的

な考察に基づく因果構造を前提として，統計学的

な仮定の上で将来予測を行う手続き合理的な手

法である．ただし，事業効果の事前予測値と事後

の観測値の間では，常に乖離が生じる．  

平成 28 年 11 月に国土交通省が策定した「スト

ック効果の最大化に向けて~その具体的戦略の提

言~」48)では，社会基盤整備のストック効果の最大

化のために，発現した様々なストック効果を積極

的に把握し，「見える化」することが推奨されて

いる．さらにこの方針では，ストック効果に関し

て得られる知見を事業に有効活用するという，社

会基盤のマネジメントサイクルの確立の必要性

が述べられている． 

社会基盤のストック効果が様々な面で発現す

ることは論を俟たない．しかしその一方で，予測

の基盤となる経済モデルのロジックやモデル構

造そのものの妥当性や限界が再検討されること

はほとんどなかった．標準的な経済モデルでは，

関係主体の経済学的な行動指針を踏まえた最適

化問題から演繹的にモデル構造を導出する．また

実証分析の際は，入手可能なデータに適合するよ

うにある程度簡略化したモデル構造を用いる．こ

の一連のモデル同定手順では，モデル構造を省み

る余地は少なく，せいぜいモデルパラメータの推

定手順を見直すなどの修正が行われるに留まっ

ていた．しかし「ストック効果に関して得られる

知見を事業に有効活用する」ことには，本来モデ

ルと現実との乖離が生じる原因をモデル構造に

遡って検討し，新たな経済モデルを開発する手順

も含まれるはずである．ただしその実現には，経

済モデル実際に発現した効果を計測し，経済モデ

ルが想定した因果構造の妥当性を事後的に検証

する分析手法が必要である． 

本研究では道路整備の効果の中でもストック

効果に着目し，統計的因果探索を用いて個別地

域・主体での社会基盤の整備と経済成長の因果関

係を明らかにすることを目的とする．具体的には，

道路アクセスに変化が見られた地域を対象に，統

計的因果構造を経年的に推計する． 

 

6.2 既往研究と本研究の位置付け  

小池 49)は，近年ストック効果が注目される理由

として，費用便益分析の背景にある仮説的補償原

理の仮定から逸脱するような地域開発効果を挙

げている．社会基盤整備事業の優位性を判断する

のであれば，個別地域・主体の効果の明示は必要

ないことを指摘した上で，個別地域・主体の効果

（帰着便益）は，社会的に望ましい分配に関する

計画論を語る上で重要であるとしている．これを

踏まえて小池は，帰着便益を明示することによっ

て，その限界や活用方法について技術者や政策決

定者がより深く議論することが重要と結論付け

ている． 

社会基盤による生産力効果の測定には，一般的

に Aschauer50)によって研究がはじめられた生産
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関数アプローチが用いられる．林 51)は，我が国で

は地域間再分配の手段として，より多くの公共投 

資が生産や所得の低い地域へ投入されることを

指摘した．江尻ら 52)は，生産関数アプローチでは

社会基盤と経済成長の間の因果関係が同定でき

ないことを指摘したうえで，社会基盤の整備が経

済成長の結果であるという，逆因果の可能性につ

いて言及した．その上で，因果構造の同定問題を，

生産力効果計測上の課題としている． 

複数の観測データ間の因果関係を明らかにす

る手法は統計的因果推論 53)と呼ばれ，その代表的

な手法の一つに操作変数法がある．Duranton & 

Turner54)は，高速道路ストックが 1983∼ 2003 年

のアメリカの都市人口・雇用の成長に与える因果

効果について構造方程式を定式化して，操作変数

法によってモデルを推定した．その結果，道路ス

トック 10%の増加が都市の雇用を 20 年間で約

1.5%上昇させるという推定結果を得ている．また，

Holl55)は，1997∼ 2007 年のスペインの製造業を対

象に，高速道路整備への近接性が企業の生産性に

及ぼす影響について固定操作変数法を用いて分

析を行い，高速道路によるアクセス性の向上効果

は企業レベルでは集積の効果以上に企業の生産

性を向上させたことを明らかにした．さらに，高

速道路に近接する郊外地域の企業で生産性が大

きく向上する一方で，その周辺地域の企業の生産

性が低下することにより，道路投資による便益の

一部が相殺されることを示した．Redding and 

Turner56)は，交通基盤整備が経済活動の空間構造

に及ぼす効果を，操作変数法などを用いて推定す

る研究についてレビューを行った．都市内 

(intracity) ，都市間 (intercity) で交通インフラ

を分類し，主に立地変化に着目してそれぞれにつ

いの既往研究を整理した．その結果，道路や鉄道

までの距離が 2 倍になると，人口や雇用が 

6-15% 低下すること，高速道路整備は都市人口や

製造業の郊外化をもたらすこと，効果は経済発展

の度合いには影響を受けないが，交通機関や産業

によって異なることなどを明らかにした． 

本研究は，自治体単位のデータに基づいて，ア

クセス性の向上と経済成長の因果関係を明らか

にする．操作変数法に代表される統計的因果推論

の手法は，分析に先立って経済学的知見や経済理

論上の妥当性に基づいて因果構造を仮定し，その

効果を統計的に推定する手順をとる．しかし，こ

の手順では逆因果の可能性が否定できない．本研

究では，先験的な因果構造を仮定せずに，統計学

的知見に基づいて因果構造を決定する．したがっ

て，従来の手法と併用すれば因果関係の同定問題

を解決できる可能性がある． 

6.3 インフラストック効果の探索手法 

本研究では，道路整備のストック効果に関して

計測されることの多いアクセス性の向上と経済

成長の因果関係を明らかにするため，統計的因果

探索を用いる．統計的因果探索とは，未知の因果

グラフを，データが示す分布特性に基づいて推測

する手法である． 

本研究では，統計的因果探索の中でも因果グラ

フが推測できる LiNGAM（Liner Non-Gaussian 

Acyclic Model（線形非ガウス非巡回モデル））を

用いる．LiNGAM の推定原理は，まず変数間の

因果的順序を求め，その因果的順序に従う回帰分

析を実行することによって，変数間の因果グラフ

を探索するという 2 段階で構成される．変数の因

果的順序とは，その順序に従って変数を並べ替え

ると，後の変数が先の変数の原因となることが無

いような，変数の順序である．なお Acyclic とい

う表現に見られるように，因果的順序を仮定する

場合は，因果が循環的に発生する変数組は，許容

できない．また非ガウス分布は，「説明変数と残

差が独立ならば，推計は正しい因果的順序で行わ

れている」という Darmois-Skitovich の定理の対

偶に基づく統計的性質を考慮するために必要な

仮定である． 

 p 種の観測変数 に関する LiNGAM

モデルは，式(6.1)で定式化される． 

 

 
(6.1) 

 

ここで， は推定される係数， は誤差変数をあ

らわす． は， 以外の観測変数

とその誤差変数 の重み 付きの線形和である．

なお，誤差変数 は独立で，非ガウス連続分布に

従うと仮定する．行列を使うと，式(6.1)は式(6.2)

と表される． 

 

 (6.2) 

 

は，それぞれ観測変数 ，係数 ，誤差

変数 を表す． のゼロ・非ゼロパターンから，

変数間の因果関係を表す因果グラフを作成する．

例を図-1 に示す．同図では，四角は観測変数を，

矢印は因果を表しており，矢印の出る変数は原因，

矢印の入る変数は結果である．  

図 6.1 因果グラフの例 

X

ZY

因果関係

原因

結果 結果

因果関係
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LiNGAM モデルの推計は，清水 10)の提案した

独立成分分析によるアプローチに則って行う．独

立成分分析は，多変量系列を，非ガウス分布を持

つ成分の混合によって記述する統計手法である．

LiNGAM の推計は，本来変数間の独立性の検証

によって行う方が自然だが，非ガウス成分をシス

テマティックに抽出できる ICA を用いることに

よって，効率的に因果構造を探索できるという利

点がある．以下に推計手順の概要を示す． 

式(2)の係数行列 B を左辺に移項して，左から

を乗じて，式(6.3)を得る． 

 

 (6.3) 

 

ここで， である．p 次元の誤差変

数ベクトル の成分は独立で非ガウス分布に従

うので，式(3)は独立成分分析（以下 ICA）の混合

行列 A から を満たす行列として求

められる． を満たすには，行の順序

と尺度を一意に決定しなくてはならない 10)．そこ

で，LiNGAM モデルの仮定に基づいて行の順序

を決定する置換行列 P と，行の尺度を決定する対

角行列 D を探索し， として係数

行列 B を得る． 

ICA には推定誤差が残るため，モデルに含まれ

る任意の 2 変数の真の関係が独立であっても，そ

の 2 変数に対応する B の要素は，の係数が正しく

0 となるとは限らない．そこで，B からゼロ・非

ゼロパターンを得るため，以下の手順により，ま

ず変数を因果的順序に並び替える．非巡回の仮定

より，式(2)の B は，因果的順序に従って変数が並

んでいる場合，対角及び上三角成分が 0 となる．

あるいは，対角及び上三角成分の絶対値の和が最

小となるとき，変数は因果的順序に従って並んで

いる． 

しかし，本研究で使用したアルゴリズムの性質

上，変数順序の初期配置によって結果が変化する

ため，初期配置の候補全て（n 変数の場合，n!通

り）で推計し，その頻度分布に基づいて因果的順

序を決定する． 

 以上の手順で求めた因果的順序を基に，目的変

数よりも因果的順序の早い全変数を説明変数に

とって，Lasso による回帰を行う．Lasso とは，

する手法である 11)．Lasso によって推計されたパ

ラメータに基づいて，LiNGAM モデルの推計を

行う．さらに，推計した係数行列 B のゼロ・非ゼ

ロパターンに基づき，因果グラフを作成する．な

お，推計には Python のプログラムを使用した．   

プログラムの作成では，ICA の推定法では代表

的な FastICA を，置換行列の探索にはハンガリア  

 

表 6.1 データの詳細 

※観測年次が異なるデータは直近の平成 21 年，平成 28

年の値を用いる 

※※/以下はデータの出典を表す 

 

 

線形回帰モデルの推定と変数選択を同時に実行 

ン法を用いた．さら求める問題は，下三角行列

を割当問題を解く munkres ライブラリを，Lasso

は scikit-learn ライブラリからそれぞれ使用した． 

 本分析において，分析者が想定する因果の初期

仮説は，「人口社会指標→経済活動指標」という

順序の因果である．これに加えて，アクセス指標

は「アクセス指標→人口社会指標」，または，「ア

クセス指標→経済活動指標」の順序で因果を示す，

と考えた． 

 

6.4 分析対象及び使用データ  

本研究では，平成 27 年 3 月に全線開通した尾

道松江線を分析対象とする．尾道松江線は，広島

県尾道市を起点とし，中国山地を横断して島根県

松江市を終点とする延長約 137km の自動車専用

道路であり，新直轄方式で整備された．路線計画

は昭和 62 年 9 月に始まり，平成 22 年 11 月から

順次開通し，平成 27 年 3 月 22 日に全線開通した．

推計は，人口社会指標→経済活動指標の因果の存

在を仮説とし，それらとアクセス指標との因果関

係を探索するため，表-1に示す変数を用いる．こ

こで，就業者数，人口，事業所数は人口社会指標，

セス（域内アクセスの時点間差分）は，アクセス

指標，域内アクセス，域外アクセス，Δ域内アク

費用である．なお，地域 i のアクセス指標 は，

以下の式(6.4)で定義する． 

 

(6.4) 

ここで，i,j：地域， ：i から j への自動車での所

要時間，n：地域数， ：地域 j の人口である． 

期間※ 平成 17 年，22 年，27 年 

範囲 
鳥取県，島根県，岡山県，広島県のデ

ータ欠損のない 54~61 市町村 

変数※※ 

就業者数/国勢調査 

人口/国勢調査 

事業所数/経済センサス 

総生産/市町村民計算 

地価（住宅）/公示地価 

地価（商業）/公示地価 

域内アクセス指標/NITAS 

域外アクセス指標/NITAS 

Δ域内アクセス指標/NITAS 

（域内アクセスの時点間差分） 
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また，域内アクセス指標は推計を行う市町村間の

アクセス性，域外アクセス指標は西日本の県庁所

在地へのアクセス性，Δ域内アクセス指標は 2 時

点の域内アクセス指標の差分である．以上のデー 

タを用いてデータ行列を 3 時点分作成し，推計に

使用する． 

 

6.5 因果グラフの推定と考察 
作成したデータ行列を用いて LiNGAM モデルの

推計を行う．本研究では平成 17 年―22 年間，平

成 22 年―27 年間，平成 17 年―27 年間の 3 回で

推計を行った．また，因果的順序は，初期配置の

異なる推計を繰り返し，結果的に現れた因果的順

序を記録し，出現回数が最多の因果的順序を採用 

就業者 域外 人口 Δ域内 総生産 事業所数 地価(商業) 域内 地価(住宅)

就業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0

域外 0.251 0.411 0 0 0 0 0 0 0 0

人口 0.990 0.900 0 0 0 0 0 0 0 0

Δ域内 0.006 0 0 0.027 0 0 0 0 0 0

総生産 0.915 0 0 0.862 0 0 0 0 0 0

事業所数 0.986 0.746 0 0.152 0 0 0 0 0 0

地価(商業) 0.793 0 0.007 0 0.235 0 0.710 0 0 0

域内 0.426 0 0 0 0.561 0 0 0 0 0

地価(住宅) 0.827 0 0 0 0 0 0 0.619 0.338 0

目的変数 決定係数
説明変数と偏回帰係数

就業者 Δ域内 人口 地価(商業) 地価(住宅) 域内 総生産 事業所数 域外

就業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Δ域内 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人口 0.990 0.900 0 0 0 0 0 0 0 0

地価(商業) 0.764 0.724 0.184 0 0 0 0 0 0 0

地価(住宅) 0.753 0 0.238 0 0.642 0 0 0 0 0

域内 0.677 -0.248 0.247 0 0 0.586 0 0 0 0

総生産 0.983 0 0 0.897 0 0 0 0 0 0

事業所数 0.987 0.898 0 0 0 0 0 0 0 0

域外 0.268 0 0 0 0.033 0 0 0 0.398 0

目的変数 決定係数
説明変数と偏回帰係数

表 6.2 Lasso 回帰の結果（平成 17 年-22 年） 

表 6.4 Lasso 回帰の結果（平成 17 年-27 年） 

就業者 Δ域内 人口 総生産 地価(商業） 事業所数 域外 地価(住宅) 域内

就業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Δ域内 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人口 0.990 0.900 0 0 0 0 0 0 0 0

総生産 0.983 0 0 0.897 0 0 0 0 0 0

地価(商業） 0.704 0.070 0.014 0 0.674 0 0 0 0 0

事業所数 0.987 0.898 0 0 0 0 0 0 0 0

域外 0.268 0 0 0 0 0.033 0.398 0 0 0

地価(住宅) 0.685 0 0.055 0 0 0.723 0 0 0 0

域内 0.661 0 0 0 0 0 -0.308 -0.057 0.773 0

目的変数 決定係数
説明変数と偏回帰係数

表 6.3 Lasso 回帰の結果（平成 22 年-27 年） 
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した．なお，出現回数が同数となっている因果的

順序は，Lasso 回帰を行い，最も決定係数が高く

なる因果的順序を採用した．採用した結果を表

6.2，表 6.3，表 6.4 に，それぞれ示す． 

表の 1列目は Lassoを適用する回帰モデルの目

的変数であり，因果的順序に従って並んでいる．

2列目は決定係数，3列目以降は説明変数であり，

表中の係数値は，対応行の目的変数に対する，対

応列の説明変数に関する偏回帰係数である．すな

わち同表において回帰モデルは，各行ごとに推計

する．表 6.2，表 6.3，表 6.4 に基づいて作成した

因果グラフをそれぞれ図 6.2，図 6.3，図 6.4 に示

す．図中の黒矢印は正，青の矢印は負の効果であ

ることを，それぞれ示す．ここで，アクセス指標

の定義は前述の通りであり，値の増加はアクセス

性の低下を表すので，図中ではアクセス指標に関

わる矢印の色を逆にして示している．なお，同図

は矢印を見やすくするため，変数を囲む四角を省

略している． 

図 6.2，図 6.3，図 6.4 には，「就業者→人口→

総生産」，「Δ域内→地価」へのパスが共通して見

られる．これは，変数の選択時に設定した初期の

因果仮説である人口社会指標→経済活動指標に

合致し，加えてアクセス指標→経済活動指標の因

果関係の存在を示している．また，いずれの因果

グラフも総生産には就業者と人口のみが原因と

なっており，アクセス指標の変化による総生産の

変化が起こらない，という結果が得られた． 
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図 6.3 因果グラフ（平成 22 年-27 年） 

図 6.2 因果グラフ（平成 17 年-22 年） 

図 6.4 因果グラフ（平成 17 年-27 年） 
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第７章 おわりに 

 

7.1 本研究の成果 

本研究では，複数データを活用した道路のスト

ック効果計測手法の再構築というタイトルで，3

つのテーマについて検討を行った．さらに，統計

データを用いてストック効果を検証するアプロ

ーチを位置付けるため，1テーマを追加して検討

を行った．テーマ別に得られた成果をまとめる． 

「交通状態の質的指標と事故リスク分析」に関

しては，まずETC2.0データから得られる速度指標

の精度を検討し，速度データの推計精度が高いこ

とを確認した．さらにETC2.0を搭載した車両の少

ない（観測数の少ない）地方部の高速道路におい

ても，速度データを用いれば，区間内で低下が起

こる地点をその発生条件とともに算出できるこ

とを明らかにした．本手法は，特に地方の高速道

路のうち暫定2車線で運用されている路線を対象

としている．提案手法は，そのような路線の中で，

走行速度が低下気味で十分なパフォーマンスが

発揮できていない区間を同定して付加車線設置

を検討できるばかりでなく，速度低下が発生する

状況を参照することによって，交通需要管理など

のソフトウェア施策の立案に有用な情報が得ら

れる．すなわち，ストック効果最大化に向けて，

交通ビッグデータを活用できる可能性が示され

た． 

交通状態の質的指標と事故リスクについては，

事故発生確率と事故台数別発生確率に関する分

析を行った．この研究はこれまでマクロベースで

議論されていた走行台キロあたりの事故発生に

加えて，各区間の走行状態を表す質的指標をモデ

ルの説明変数とすることによって，事故発生原因

の説明変数となり得るか否かを検討する目的で

実施した．事故発生モデルの推定結果からは，速

度平均効果量，全車両の連続2区間の速度分散変

化量，速度中央値，大型車速度中央値，左右加速

度件数の5変数が，事故の発生に影響を与えてい

た．他方で交通量に関しては，モデル内で説明変

数として設定したものの，事故発生に対して有意

な影響は見られなかった（なお，本研究ではサン

プルの区間長は全て同一としているため，走行台

キロではなく，交通量を説明変数として用いた）．

この結果が得られた理由として，本研究が高速道

路の中でも限られた一部の区間を対象に行った

統計モデルから得られた知見であることに注意

する必要がある．すなわち対象区間をある都道府

県内程度に限定すると，区間別の交通量の差が小

さくなるため，交通量（または区間長が異なる場

合は走行台キロ）は，事故発生に対して有意な情

報を持たないため，と考えられる．そのような場

合，事故発生に対して有意な影響が現れるのは，

たとえば本研究で定義した速度平均効果量，速度

分散効果量，速度中央値，大型車速度中央値，左

右加速度件数などの走行状態の質的指標の方が，

事故発生に対する説明力が強くなる．なお特に速

度平均効果量と速度分散効果量の2指標は，高速

道路上で隣接する上流側の区間と当該区間の走

行状態の差を表す質的指標であり，隣接区間との

連続的な走行状態のモニタリングによって，事故

発生につながる走行状態を抽出できる可能性が

明らかとなった．  

事故台数モデルでは，速度分布の乖離度や速度

分布のパターンに関する交通状態の質的指標に

着目して，モデル分析を行った．なお事故発生モ

デルでは，分析単位を高速道路の区間と設定した

のに対して，事故台数の分析では分析単位を個別

事故として，事故が発生したという条件の下での

交通状態を抽出した． 

事故台数に関しては，台数の多少を独自に分類

して，事故台数を表す目的変数を作成したそのう

えで，交通状態の質的指標を含むモデルを推計し

た．その結果，速度分布の乖離度，速度分布のパ

ターン，前後加速度件数，ヨー角速度件数，ヨー

角速度件数差分，時間帯（7時から10時），天候（晴

れ），第1当事者車種（大型車），交通量，道路線

形に関する変数が事故台数に有意な影響を与え

ることを明らかにした．これらの変数には，事故

発生モデルと同様に，交通量以外の交通状態の質

的指標が含まれており，同変数によって，事故台

数への影響が有意に検証できる可能性が明らか

となった． 

以上より「交通状態の質的指標と事故リスク分

析」の成果をまとめる．速度情報や加速度情報を

活用することによって，区間別または時点別の交

通状態の質的指標が得られること，その情報に基

づいて付加車線の検討をより総合的に行えるこ

と，さらに事故リスクに対して交通状態の質的指

標が有意に影響することが明らかとなった． 

「観光地のトラベルコスト評価」に関しては，

東九州自動車道開通による影響を明らかにする

ため，延岡市と高千穂町を対象として，これらの

町域内への入れ込み客数と高速道路アクセスの

関係を分析する統計モデルと，来訪者の出発地に
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基づくトラベルコスト評価を，新たな交通ビッグ

データであるモバイル空間統計を用いて行った．

同データは，1キロメッシュ単位で取得した．モ

バイル空間統計は，来街者の交通機関分担が不明

のため，幹線旅客純流動調査を用いて，各出発地

からの対象圏域内の来街者の自動車利用者を推

計した．また，携帯電話契約地と1時間ごとの在

圏人口の間で作成したOD表を，時間方向に合計す

ると，来訪者数をダブルカウントする問題と，移

動目的が区別できないため，日常的な移動がある

隣接した市町村に住んでいるデータをカウント

する問題に注意して，出発地（携帯電話契約地）

を参照して必要な部分のみ抽出するデータ処理

を施した．その結果，昼間の来街者数として午前

11時の人数を，夜間の来街者数として午前2時のデ

ータを，それぞれ抽出した．なおデータ取得時点

は，東九州自動車道の開通前（2014），開通年

（2015），開通後（2016）の3時点である． 

データを単純集計したところ，開通前と開通年

を比較すると全体として来街者数が減少し，開通

後は開通前と同程度の水準まで来街者が回復す

る傾向が明らかとなった．また開通年以降で延岡

の中心市街地の来訪者数が増加していた．東九州

道の最寄りICから距離のある高千穂町の来訪者

数には，大きな変化が見られなかった．回帰分析

に先立って域内の施設立地数の変化を確認した

ところ，宿泊施設が3か年で微増が確認された以

外は，ほぼすべての施設において減少傾向にあっ

た．小売店の施設数が他の施設と比較して大きく

減少していたが，減少率は同等であることが確認

できた． 

昼間と夜間の来街者数を目的変数とする時系

列モデルを推定したところ，延岡市，高千穂町と

も適合度の高いモデルが推定された．延岡市では，

休日のパラメータが有意な負の値を示し，平日よ

りも休日の来街者数が少ない傾向が確認できた．

一方で小売店は有意な正の値をとり，来街者の目

的地となることが確認できた．一方で延岡市につ

いては，昼間は宿泊施設の多いメッシュの滞在者

は，少ない傾向がみられた．なお各メッシュから

高速道路インターチェンジまでの高速道路アク

セスのパラメータは，昼間の一部モデルのみ負で

有意となり，高速道路までの距離と来街者数との

間に，有意な関係は見られなかった．高千穂町の

推定結果では，宿泊施設が有意な正値をとってい

た．この傾向は，昼夜とも共通しており，宿泊施

設近辺に自然観光の目的地が存在するものと思

われる．またこれらとは別に，観光関連施設のパ

ラメータも有意な正値を取っており，妥当な結果

が得られた． 

メッシュ別のトラベルコストを算出した．昼間

の来街者について，高千穂町，延岡市ともに，そ

れぞれの中心地である集客施設の多いメッシュ

で，大きな値が得られた．高千穂町は延岡市の中

心地に比べて施設が集中しているため，旅行費用

の大きなメッシュの広がりが小さい．年次間の増

減傾向に関しては，開通年（2015年）から開通翌

年（2016年）にかけて延岡市で増加メッシュが多

く見られた．一方で増加メッシュ数は限られるも

のの，高千穂町でも同様の結果が得られた．夜間

の来街者数については，中心となる集客施設の多

いメッシュで旅行費用が高い．また延岡市，高千

穂町とも，夜間の方が滞在メッシュの広がりが小

さい．時点間のトラベルコストの増減傾向を算出

したところ，昼間よりも増加メッシュが少ないこ

とがわかった．しかし高千穂町では，中心部以外

で増加メッシュがみられ，新たな宿泊地の開発が

行われたものと思われる． 

以上より，トラベルコスト評価では対象地の目

的地特性を踏まえた分析が可能なことが明らか

となった．トラベルコストは，需要側から見た旅

行目的地の魅力度評価値である．トリップベース

の方法なのでで，従来の道路整備の3便益を着地

側で簡易に評価する手法と考えられる．本課題で

はモバイル空間統計を用いてトラベルコストを

算出した結果，新たに魅力度が向上した目的地を

明らかにできるた．これは，道路のストック効果

の可視化につながる成果と考えられる． 

「工業団地地価のヘドニック分析」では，国内

での分析が少ない工業団地の分譲価格について

分析を行った．従来のヘドニック・アプローチの

手法にとどまることなく，携帯電話の位置情報サ

ービスを集計した人口流動データ (モバイル空間

統計) を需要変数とみなし，交通インフラへの近

接性以外の要素から工業団地の用地価格推定を

試みた．なお本節で用いるモバイル空間統計の情

報はトラベルコスト法で用いた情報と同様であ

る．分析に当たって工業団地とその他の地域間で

行われる取引情報のみを抽出する必要があった

ため，時間フィルタを用いて，モバイル空間統計

から取引情報を取り出す方法を提案した．この取

引情報から計算した時間帯パターン別HH指標を

価格の説明変数としたところ，夜間や週末に交流

量が多くなるパターンを持つ工業団地の取引相

手地域の多様性が分譲価格に対して負に有意に

働くことを示し，通常（日中や平日）に交流量の

多い工業団地とは異なる工業団地でHH指標が小

さい場合，（すなわち取引多様性が大きければ）

用地価格も上がることをモデルから推定した． 
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この研究成果について，道路のストック効果計

測手法としての意義は，以下の2つと考えられる．

1つはビッグデータに基づいた指標をストック効

果計測に利用できたこと，もう1つは多様な取引

先を実現するために全国にはりめぐらされた高

速道路網が利用されているという実態に対して，

その利用特性を計測できたことである．特に2点

目は，アクセス可能性に基づく地価評価に対して

実際の利用実績に基づく地価評価が可能なこと

を示した点で学術的実務的な意義もある． 

「統計手法による道路ストック効果の検証」は，

本研究で検討を進めてきた道路のストック効果

と既存のストック効果の計測フレームを整理す

るために実施した．このテーマでは，主にデータ

の統計的特徴に着目して，回帰分析の相関を因果

として抽出する上での妥当性を検証できる手法

の開発を目指している．具体的には，統計的因果

分析の中でも最新の研究成果である，因果探索の

枠組みを応用した実証分析を行った． 

中国地方を対象として，2005年，2010年，2015

年にモデルを適用したところ，「就業者→人口→

総生産」，「Δ域内：域内の交通アクセスの変化→

地価」へのパスが共通して観測された．この結果

は，変数の選択時に設定した初期の因果仮説であ

る人口社会指標→経済活動指標に合致し，加えて

域内の交通アクセス指標の改善が，経済活動指標

（地価）に対して正の因果関係を有する可能性が

明らかとなった．また，いずれの因果グラフも総

生産には就業者と人口のみが原因となっており，

アクセス指標の変化が総生産の変化が起こらな

い，という結果が得られた．この結果は，対象期

間が短いことに起因している可能性がある．また

空間的により多くの地域を含むように，分析を拡

張する必要がある． 

本課題に関しては，現時点では交通ビッグデー

タの取り込みなど，他の課題との直接的な連携は

できていない．しかしながら，提案手法を通じた

道路のストック効果の検証について，主に統計的

な側面からの検討が可能なことが明らかとなっ

た．そこで次節では，検討した3課題がストック

効果計測上でどのうように位置付けられるかを

整理したうえで，従来のストック効果計測手法で

ある費用便益分析や応用一般均衡分析と，本手法

の関係の整理を試みる． 

 

7.2 社会基盤ストック効果計測手法の整理 
本節では，既存の経済学モデルベースの社会基

盤ストック効果の計測手法と，本研究で提案した

計測巣用の関係を整理するとともに，新たなスト

ック効果計測の可能性について，統計的因果推論

の枠組みを位置付ける方法について検討する．な

お簡単のため，以下では道路のストック効果を例

に検討を進める． 

図 7.1 道路整備の効果の流れ 
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道路のストック効果は，発生側の効果（例えば，

道路三便益など）から帰着側の効果（例えば，地

価やGDPなど）へと時間経過とともに形を変えて

発現する．一方でこれまでストック効果として議

論されてきた内容は，個々の計測対象に応じた個

別効果に留まっており，その計測が道路ストック

効果に関連する現象の因果構造のどの部分に当

たるかについては，十分に整理されていなかった．

以下では，各テーマで計測するストック効果と既

存のストック効果全体との関連性を整理するこ

とにより，総合的な計測フレームを示す．また，

社会実装に向けたパッケージ化の検討を行う． 

図7.1に，中村57)によって示された道路整備の効

果の流れを示す．本研究では，個別のストック効

果として，事故リスク分析，観光地のトラベルコ

スト分析，工業団地地価のヘドニック分析を行っ

た．各テーマで扱う範囲は，事故リスク分析は図 

2.1に示すB＋事故実態に，観光地のトラベルコス

ト分析は図 2.1に示すB+ｄに，工業団地地価のヘ

ドニック分析は図 2.1に示すa＋B+cに，それぞれ

該当する． 

インフラ整備によるアクセス性の改善による

生産性向上の中身は，以下の3つが考えられる． 

 

I. 中間財や最終財の輸送コスト削減 

II. 通勤コストの低下による労働市場アクセス

圏の広がり 

III. 全要素生産性（＝TFP）の上昇 

 

IとIIは，現行の費用便益分析のフレーム，およ

びSCGEのフレームのいずれでも計測できる．一

方で IIIが起こるときは，費用便益分析であれ

SCGEであれ，モデルパラメータの変化を伴うた

め，将来予測の前提が崩れる．つまりIIIの効果が，

費用便益分析やSCGEのシミュレーションによっ

て便益算出されることはない．さらにIIIの具体的

なケースについてについて，考えてみよう．まず，

「産業構造の変化／低生産性部門から高生産性

部門への雇用が転向」する状況があげられる．こ

れは，国民経済的には重要だが，現象として雇用

の部門間の転向（例えば農業従事者からIT技術者

への転向）は，急速に起こるとは考えにくい．次

に，「他地域からの企業転入・転出」が考えられ

る．企業移転が，従来のSCGEで想定するように，

単にアクセス性の良い地点で生産することをあ

らわすのなら，その効果は上記の1点目に相当す

る．TFPの上昇を伴う企業移転とは，たとえば設

備更新を伴う移転によって，上記の1点目を超え

た生産が行われる場合である．最後に，「移民の

受け入れによる生産力向上」があげられる．これ

は，GDPとしては純増だが賃金上昇の抑制等を伴

うのであれば，ストック効果が正でも，国民の厚

生（このとき外国人は除く）は改善しないケース

も考えられる． 

これらのケースから想定されるように，TFPの

上昇は，現実に計測された各地域の生産性の上昇

と，従来のSCGEなどの帰着便益分析で予測され

た便益との差分として得られる，と考えられる．

これらの議論をまとめて，図 2.2に示す．なお，

発生側便益を計測する現在の費用便益分析では，

総交通量の増分と時間価値の増分が，革新のスト

ック効果に相当すると考えられる．しかし，現行

の費用便益マニュアルでは，総交通量一定，時間

価値一定が仮定されているため，革新のストック

効果が分離・計測されることはない．ただし事後

評価で基準交通量を更新し，時間価値が更新され

れば，その計測値がストック効果に含まれる可能

性がある．ただしこの場合でも分離・計測される

ことはないため，この部分の計測には別の枠組み

が必要となる． 

革新のストック効果の計測方法は，まず，before

時点データに基づくwith予測（＝事業実施を想定

したAfter時点予測）をSCGEなどによって求める．

その上で，SCGEに関する感度分析を行い，地点

別の帰着便益と観測便益を比較して，両者に有意

差があれば，革新のストック効果が得られる．し

かし，この方法には，以下の課題がある． 

 

I. SCGEモデルでは，分散等の指標で感度分析

の精度をあらわすことが難しい． 

II. 経済理論で想定した因果構造の妥当性が検

証できない． 

 

上記の課題のうち，Ⅱ.に関しては経済理論によ

らず，因果推論，因果探索を行う方法が必要とな

る．Ⅰ.に関しては，サンプル数を確保した上で，

誤差項を明示した回帰分析の枠組を援用し，帰着

便益の予測値ではなく，観測便益の再現値に幅を

持たせることによって，両者の有意差を算出でき

る．前章で開発したLiNGAMは，これらの課題を

克服できる手法になっている． 

なお先述の通り，革新のストック効果を求める

図 7.2 革新のストック効果と

効率のストック効果 
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には，帰着側の便益を計測する従来手法によって

効率のストック効果を算出し，その結果と統計的

因果推論から得られるストック効果（革新のスト

ック効果と効率のストック効果の両方を含む値）

を，比較する必要がある． 

なお両手法の比較によって得られる知見は，革

新のストック効果によって得られる便益を明ら

かにできることに留まらない．社会基盤のストッ

ク効果は，時にストック効果の空間的な移転や時

間的な遅れを伴うたけ，両手法の推計結果が，完

全に一致することは稀であろう．両者の相違を明

らかにすることは，各地域のストック効果の発言

状況について理解を深めるとともに，適切な地域

診断と政策立案に関して，有益な知見が得られる

と思われる． 

また統計的因果推論によって得られるストッ

ク効果の発生メカニズムを，経済学的手法によっ

て想定していたストック効果の発生メカニズム

と比較することもできる．この比較からは，経済

学的な予測モデルの前提となっているわが国の

産業連関構造や技術水準に関して，その変化の方

向性を明確にできるため，経済学的なストック効

果の計測手法の発展に寄与する知見が得られる．

またストック効果をもたらすインフラの改善，た

とえば地域間アクセスの向上は，そのまま各地域

の経済水準の改善に結びつくわけではなく，地

理・人口・産業などの様々な地域特性との交絡を

経て発現する．これらの要因との交絡構造を明確

にすることは，統計的なストック効果の検証手法

の改善に資する． 



 

 

50 

参考文献 

1) 瀬尾亨，日下部貴彦，朝倉康夫：車間距離を

計測するプローブカーを前提とした交通状

態の推定手法，土木学会論文集 D3，Vol.69，

No.5，pp.I_809-I_818，2013. 

2) 和田健太郎，小林桂子，桑原雅夫：プローブ

データ車両軌跡データのみを用いた交通の

量的把握，生産研究，67 巻，2 号，pp.143-14

7，2015. 

3) Feifei He, Xuedong Yan, Yang Liu, Lu Ma：A 

Traffic Congestion Assessment Method for Urban 

Road Networks Based on Speed Performance 

Index，Procedia Engineering，137，pp.425-433，
2016. 

4) Sandra Hohmann and Justin Geistefeldt：Traffic 

Flow Quality from the User´s Perspective，

Transportation Research Procedia,Volimu15 ，

pp.721-731，2016. 

5) Yasuo Asakura, Takahiko Kusakabe, Long Xuan 

Nguyen, Takamasa Ushiki： Incident detection 

methods using probe vehicles with on-board GPS 

equipment，Transportation Research Part C，
2016. 

6) 牛木隆匡,日下部貴彦,NGUYEN Xuan Long,朝

倉康夫：交通容量低下を考慮したプローブカ

ーデータによる突発事象検出手法，土木学会

論文集 D3，Vol.70，No.5，pp.I_1147-I_1157，
2014. 

7) 日下部貴彦,牛木隆匡,朝倉康夫：衝撃波速度

を用いたプローブカーデータによる突発事

象検出手法，土木学会論文集D3，Vol.71，No.5，

pp.I_827-I_837，2015. 

8) Hyoshin Park, Ali Haghani：Real-time prediction 

of secondary incident occurrences using vehicle 

probe data，Transportation Research Part C,70，

pp.69-85，2016. 

9) Akira Kinoshita, Atsuhiro Takasu, Jun Adachi：
Real-time traffic incident detection using a 

probabilistic topic model ， Information 

Systems,54, pp.169-188，2015. 

10) Eleonora D’Andrea, Francesco Marcelloni ：
Detection of traffic congestion and incidents from 

GPS trace analysis ， Expert Systems With 

Applications,73，pp.43-56，2017. 

11) Ruimin Li, Francisco C. Pereira, Moshe E. 

Ben-Akiva: Competing risk mixture model and 

text analysis for sequential incident duration 

prediction, Transportation Research Part 

C,54,pp.74-85，2015. 

12) Ahmad Tavassoli Hojati, Luis Ferreira, Simon 

Washington, Phil Charles, Ameneh 

Shobeirinejad: Modelling the impact of traffic 

incidents on travel time reliability, Transportation 

Research Part C,65,pp.49-60，2016. 

13) 藤井大地,塩見康博,宇野伸宏,嶋本寛,中村俊

之: フィードバック型交通状態推定手法の事

故発生状況分析への適用可能性，土木学会論

文集 D3，Vol.70，No.5，pp.I_1067-I_1076，2014. 

14) 兵頭知,吉井稔雄,高山雄貴: 車両検知器の 5

分間データを利用した交通流状態別事故発

生リスク分析，土木学会論文集 D3，Vol.70，

No.5，pp.I_1127-I_1134，2014. 

15) Irem Önder, Dr: Classifying multi-destination 

trips in Austria with big data, Tourism 

Management Perspectives,21, pp.54-58，2017. 

16) Janika Raun, Rein Ahas, Margus Tiru: Measuring 

tourism destinations using mobile tracking data, 

Tourism Management,57, pp.202-212，2016. 

17) Jameson L. Toole, Serdar Colak, Bradley Sturt, 

Lauren P. Alexander, Alexandre Evsukoff, Marta 

C. González: The path most traveled: Travel 

demand estimation using big data resources, 

Transportation Research Part C,58,pp.162-177，
2015. 

18) 清家剛，三牧浩也，原裕介，小田原亨，永田

智大，寺田雅之：まちづくり分野におけるモ

バイル空間統計の活用可能性に係る研究，日

本都市計画学会都市計画論文集，No.46-3，

pp.451-456，2011． 

19) 清家剛，三牧浩也，森田祥子：モバイル空間

統計を活用した都市拠点地区の人口特性分

析に係る研究，日本建築学会計画系論文集，

第 80 巻，第 713 号，1625-1633，2015． 

20) 田中敦士，岡本直久，鈴木俊博，浅野礼子，

白川洋司：人口分布統計データを活用した観

光地の特性把握，土木計画学研究・講演集，

Vol.54，2016. 

21) 菊池信輝：トラベルコスト法を用いた公立図

書館の便益計測とその検証 :-岩手県立図書

館の移転新築事業を事例として-，総合政策，

第 9 巻，第 1 号，pp.69-83，2007. 

22) 渡邉正英：トラベルコスト法における代替地

価格問題のMultiple Indicatorによる解決-静岡

県大井川上流部を事例として-，農業経済研究，

第 75 巻，第 4 号，pp.177-184，2003. 

23) 百瀬恵夫:中小工業団地の理論と政策，白桃書

房,1979. 

24) 伊藤亮:わが国の工業団地開発戦略における

現状と課題に関する一考察，土木計画学研

究・講演集，Vol.40，CD-ROM,2009． 

25) Ryan, S.: The value of access to highways and 

light rail transit: Evidence for industrial and 

office firms, Urban Studies, 42 (4), pp.751-764, 

2005. 

26) Ambrose, B.: An analysis of the factors affecting 

light industrial property valuation. Journal of 



 

 

51 

Real Estate Research, 2009. 

27) Beekmans, J., Beckers, P., van der Krabben, E., 

and Martens, K.: A hedonic price analysis of the 

value of industrial sites, Journal of Property 

Research, 31 (2), 108-130, 2014. 

28) Beekmans, J., van der Krabben, E., and Martens, 

K.: An indicator for decline of industrial estates, 

Journal of European Real Estate Research, 5 (3), 

229-249, 2012. 

29) del Saz-Salazar, S., and Garcı́a-Menéndez, L.: 

Public provision versus private provision of 

industrial land: a hedonic approach, Land Use 

Policy, 22 (3), 215-223, 2005. 

30) Clark, D., and Pennington-Cross, A.: 

Determinants of industrial property rents in the 

Chicago metropolitan area, Regional Science and 

Urban Economics, 56, 34-45, 2016. 

31) 豊田秀樹：データマイニング入門-R で学ぶ最

新データ解析-，東京図書，pp.83-98，2008. 

32) 金明哲，下川敏雄，杉本知之，後藤昌司：R

で学ぶデータサイエンス 9 樹木構造接近法：

共立出版，pp.1-17，2013 

33) Breimam，L. Friedman，J.H.，Olshen，R.A&Stone，

C.J. ： Classification and Regression Trees ，

Wadsworth，1984 

34) William H. Press ： Numerical Recipes 3rd 

Edition: The Art of Scientific Computing ，

Cambridge University Press，2007 

35) 脇森浩志：ビッグデータに対するテキストマ

イ ニン グ技 術と その 適用 例， UNISYS 

TECHNOLOGY REVIEW 第 115 号，pp.19-31，
2013. 

36) 稲田裕介，中山晶一朗，高山純一：都市高速

道路の時間・日交通量の変動特性と分布形状

に関する－考察，土木学会論文集 D3(土木計

画学)，Vol.67，No.5(土木計画学研究・論文集

第 28 巻)，pp.553-561，2011. 

37) 国 土 交 通 省 ： ETC2.0 ，
www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/etc2/jyouhou.ht

ml 

38) 末成浩嗣，田中良寛，橋本浩良，高宮進：

ETC2.0 プローブ情報から得られる経路デー

タを利用した道路の利用特性把握，第 53 回

土木計画学研究発表会・講演集，pp.635-642，
2016. 

39) 丹後俊郎，山岡和枝，高木晴良：ロジスティ

ック回帰分析 SAS を利用した統計解析の実

態，朝倉書店，2013. 

40) 北村隆一，森川高行，佐々木邦明，藤井聡，

山本俊行：交通行動の分析とモデリング，技

報堂出版株式会社，2002. 

41) 大久保街亜，岡田謙介：伝えるための心理統

計，勁草書房，2012. 

42) Cohen,J.:Statistical Power Analysis for the 

Behaioral Sciences,New York: Academic Press, 

1969. 

43) Lee, D. D. and Seung, H. S.：Algorithms for 

nonnegative matrix factorization, Advances in 

Neural Information Processing Systems 13 (NIPS 

2000), pp.556–562, 2000. 

44) Brunet, J.-P., Tamayo, P., Golub, T.R., Mesirov, 

J.P.:Metagenes and molecular pattern discovery 

using matrix factorization. Proceedings of the 

national academy of sciences, 101 (12), 

pp.4164-4169. 2004. 

45) Hutchins, L.N., Murphy, S.M., Singh, P., Graber, 

J.H.:Supplement Text and Figures: 

PositionDependent Motif Characterization Using 

Nonnegative Matrix Factori-zation. 2008. 

46) 吉田崇紘，堤盛人：人口構成比の観点からみ

た 将 来 日 本 の 縮 図 ， GIS 理 論 と 応

用,Vol.25,No.2,pp23-33,2017． 

47) 緯度経度座標付き電話帳データベース，
http://www.zenrin.co.jp/product/gis/teldata/telpt.

htm（閲覧日 H31.1.29） 

48) 国土交通省・社会資本整備審議会計画部会専

門小委員会: ストック効果の最大化に向けて

~その具体戦略の提言~. 

49) 小池淳司: 道路のストック効果は計測可能な

のか?, 高速道路と自動車, 第 59 巻, pp.5-8, 

2016. 

50) Aschauer, D.A.: Is public expenditure 

productive?, Journal of Monetary Economics，
Vol.23, pp.177-200, 1989. 

51) 林正義: 社会資本の生産性と同時性 , ESRI 

Discussion Paper Series, No.21,  2002. 

52) 江尻良, 奥村誠, 小林潔司: 社会資本の生産

性と経済成長：研究展望 , 土木学会論文集
No.688/IV-53, 75-83, 2001. 

53) 織田澤利守, 大平悠季:交通インフラ整備効

果の因果推論:論点整理と展望, 第 58 回土木

計画学研究発表会講演集 vol.58, S1, pp.1-13, 

2018. 

54) Duranton, G., Turner, M.A.: Urban Growth and 

Transportation, The Review of Economic Studies, 

vol.79, Issue 4, pp.1407-1440, 2012. 

55) Holl, A.: Highways and productivity in 

manufacturing firms, Journal of Urban 

Economics, vol.93, pp.131-151, 2016. 

56) Redding, S.J. and Turner, M.A., Transportation 

Costs and the Spatial Organization of Economic 

Activity, Handbook of Urban and Regional 

Economics, vol.5, pp.1339-1398, 2015. 

57) 中村英夫: 道路投資の社会経済評価，東洋経

済新報社，1997 

 
(土木学会論文集の完成版下印刷用和文原稿作成例を 

基本に作成） 
 




